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第 1章 序論 

 

1.1 本研究の背景 

 

1.1.1 光アクセス／データ通信ネットワークの進展 

 

光通信ネットワークは、当初、ほとんどがコアネットワーク（図 1-1 参照）と呼ばれる幹

線網でのみ利用されていたが、その後、インターネットの本格的な普及に押され、イーサネ

ットを初めとするデータ通信ネットワークや光アクセスネットワークにおける高速・広帯域

化のニーズが増大し、図 1-1 に示す光アクセスネットワークやメトロネットワークにおいて

も、従来の電気ケーブルから光ファイバを用いたネットワークへの置き換えが急速に進めら

れた。近年、動画/音楽配信やネット通販、電子書籍、TV 会議、在宅勤務、在宅医療、ネッ

トワーク対戦ゲーム等、様々な分野においてインターネットが活用されるようになり、イー

サネットを初めとするデータ通信ネットワークや光アクセスネットワークにおける高速・広

帯域化のニーズが爆発的に増大している。さらに、今後、クラウドコンピューティングを利

用した様々なサービスの展開や、地図情報と位置情報を統合した自動車やドローン等の自動

運転システムの構築も進められており、光通信システムにおけるデータ通信量の増大は留ま

るところを知らない状況にある。 

図 1-2 は、光アクセスネットワークとデータ通信ネットワークにおけるサービスニーズの

増大と、それに対応するためにより高速・広帯域な伝送システムが研究開発されてきたこと
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図 1-１ 光通信ネットワークの構成 



   

 6

を、国際標準化機関である IEEE と ITU-T で議論・検討された期間をもとにマッピングしたも

のである[1]-[3]。光アクセスネットワークにおいては、STM-PON（πシステム）[4]、ATM-PON

（B-PON）[5]、GE-PON[6]、G-PON[7],[8]、10G-EPON[9]、XG-PON[10],[11]、また、データ通

信ネットワークにおいては Gigabit Ethernet（GbE）[12]や 10Gbit Ethernet（10GbE）[13],[14]、

100Gbit Ethernet（100GbE）[3],[15]といった光通信システムの導入によりその高速化が進

められている。特に、データ通信ネットワークのデータ集約局であるデータセンタにおいて、

装置内、及び、装置間のデータ転送量（トラフィック）が爆発的に増大しており、それに対

応するべく、現在、さらに高速な 400Gbit Ethernet（400GbE）の標準化とそれに適合する装

置、光送受信モジュールの開発が精力的に進められている[16]-[18]。 

 

1.1.2 光送受信モジュールへの要求 

 

図 1-3 は、光アクセス／データ通信ネットワーク用光送受信モジュールに要求される課題

について、コアネットワーク用光送受信モジュールと対比させた概念図である。コアネット

ワークでは、中継間隔が数百 km と長いため、様々な要因で生じる信号劣化を補償する高い機

能が必要となる。さらに、光アクセスネットワークやデータ通信ネットワークから集約され

た大量のデータを伝送するため、そこで用いられる光送受信モジュールに対しては、高速・
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図 1-2 光アクセス/データ通信ネットワークにおけるサービスニーズの増大と高速化の進展 

[1]-[3] 
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高機能な動作と同時に高い信頼性が要求される。そのため、コストやサイズ、消費電力は、

光アクセス/データ通信ネットワーク用の光送受信モジュールに対して必然的に大きくなる

ことが多い。 

一方、光アクセス／データ通信ネットワーク用光送受信モジュールは、一般家庭や企業、

学校等に設置される装置の中に搭載されるため、まず低コストであることが必要となる。ま

た、光アクセスネットワークにおいてネットワークを集約するセントラルオフィースやデー

タ通信ネットワークにおけるデータセンタにおいては、限られた建物・スペースの中で多く

の伝送装置を収納・設置する必要性から、光送受信モジュールの小型化が強く求められる。

さらに、各伝送装置からの発熱を冷却するための空調設備への負担が非常に大きくなってい

ることが問題となっており、光送受信モジュールの低消費電力化も重要な課題である。この

ように、光アクセス／データ通信ネットワーク用光送受信モジュールに対しては、小型・低

コスト・低消費電力化が必須課題であると同時に、図 1-2 に示されるように、現在、コアネ

ットワークで導入されている伝送速度と同等の 40 Gbit/s、100 Gbit/s での高速動作が求め

られてきている。 

 低コスト化の手法として、一般には、同一品種の大量生産（量産効果）や人件費の削減等

が行われるが、光送受信モジュールについては適用領域が光通信ネットワークに限定されて

いるために、それだけではコスト低減に限界がある。さらに、高速動作化や小型・低消費電

力化という必須課題にも適合できるように、光・電子デバイス/モジュールに対する創意工夫

と技術的なブレークスルーが強く求められている。しかし、実装形態やモジュール構成、ま

 

コスト

性能／
信頼性

サイズ／
消費電力

データ通信ネット
ワーク用光送受
信モジュール

光アクセスネット
ワーク用光送

受信モジュール

コアネットワーク用
光送受信モジュール

小型・低消費電力化、
低コスト化が必須課題

 
 

図 1-3 光アクセス／データ通信ネットワーク用光送受信モジュールへの要求課題 
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たは、パッケージや基板の材料を大幅に変更しようとすると、光送受信モジュール内に搭載

された光デバイスや電子デバイスの特性を劣化させてしまう危険性がある。従って、光送受

信モジュールの小型・低コスト化のための創意工夫と高速・高性能化を同時に実現するため

には、高速・高性能化を保障するための設計・解析手法を確立することが非常に重要となる。 

 

1.1.3 光送受信モジュールの構成と課題 

 

 図 1-4(a)は、光信号送信用と光信号受信用の 2本の光ファイバがインタフェースとして用

いられている 2心型光トランシーバのブロック図を示したものであり、図 1-4(a)は、光信号

送信用と光信号受信用が１本の光ファイバに多重化された１心双方向型光トランシーバのブ
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(b) 
 

図 1-4 (a) 2 心型光トランシーバと (b) 1 心双方向型光トランシーバに搭載された 

光送受信モジュールの構成 
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ロック図を示したものである。前者は、主にデータ通信ネットワーク用の光トランシーバと

して用いられている形態であり、後者の形態は、主に光アクセスシステム用の光トランシー

バで用いられている。なお、本論文では、図 1-4 に示すように、レーザダイオード（LD）を

駆動するためのドライバ IC と、フォトダイオード（PD）で光信号から変換された電気信号を

等化増幅するメインアンプ IC、さらには、雑音成分や波形歪を有するアナログ電気信号を、

クロック信号に同期させたデジタル信号として再生させる識別再生回路（Clock and data 

recovery：CDR）を回路基板上に搭載しているものを「光トランシーバ」と定義することにし

た。一方、電気信号を光信号に変換する LD、ならびに、LD から出力される光信号のパワーを

モニターするモニターPD、LDへの反射戻り光の帰還を防止するための光アイソレータ、及び、

LDから出力された光を光アイソレータや光ファイバに結合させるためのレンズ等で構成され

たブロックを「光送信モジュール」と定義し、光信号を電気信号に変換する受信 PD、ならび

に、PD から出力される微弱な電気信号（光電流）を増幅するプリアンプ IC、及び、光ファイ

バから出射される光信号を受信 PD に集光し結合させるレンズ等で構成されたブロックを「光

受信モジュール」と定義した。さらに、これら光送信モジュールと光受信モジュールを併せ

た総称として「光送受信モジュール」という用語を用い、「光トランシーバ」という用語と区

別している。言い換えると、本論文では、光トランシーバの中の光インタフェースへの接続

部を光送受信モジュールと記述している。 

 図 1-5 は、10 Gbit/s で動作する光トランシーバの小型・低消費電力化の推移を概略的に

示したものである。これらの光トランシーバの規格は、MSA（Multi source agreement）と呼

ばれる光トランシーバメーカの間での合意により決められている。300 pin 光トランシーバ
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図 1-5 10 Gbit/s 級光トランシーバにおける小型・低消費電力化の推移 
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[19]は、現在でもコアネットワーク用の高速・高機能の光トランシーバとして用いられてお

り、比較的サイズの大きなニオブ酸リチウム（LiNbO3：LN）変調器や波長可変光源、信号多

重/分離回路（MUX/DEMUX）、制御回路、等を搭載することが可能である[20],[21]。一方、先

述の通り、データ通信ネットワークにおける伝送装置の小型化、低消費電力化の要求に対応

して、XENPAK[22]、XFP[23],[24]、SFP＋[25]-[27]といった規格が作られ、光トランシーバ

の小型・低消費電力化が急速な勢いで進められてきた。 

 図 1-6 は、XFP や SFP＋に代表される 10 Gbit/s 級小型光トランシーバの構造を模式的に示した

ものである。光トランシーバのサイズが小さくなればなるほど、光トランシーバの筐体内における部品

や信号配線が高密度に配置されたレイアウトとなり、光送受信モジュールを始めとする各部品の小型

化、集積化が必要となる。また、光送信モジュールと光受信モジュールが近接する形で搭載されるた

め、それらに接続される電気信号の間に電気クロストークが発生しやすくなる。従って、電気クロスト

ークの発生をいかに抑圧できるかが、レイアウト設計上の非常に重要な課題となっている。 

 

1.2 本研究の目的とアプローチ 

本研究は、光アクセスネットワークやデータ通信ネットワークに適用し得る光送受信モジ

ュールの抜本的な小型化、低コスト化を図り、光アクセスネットワークやデータ通信ネット

ワークにおいて今後ますます加速すると予想される高速・広帯域化の促進に資することを目

的として行ったものである。 

具体的な目的実現のためのアプローチとしては、レンズや光素子等のモジュールの構成部

品数を減らすこと、光軸調心を行わない実装（パッシブアライメント実装）技術を適用する

こと、プラスチックによるパッケージ技術を高速なデバイスに適用すること、及び、光送信

モジュールにおいて大きなコスト要因となっている光アイソレータを取り除くこと、の４つ

を指針とした。しかしながら、これらを実際に使用される光送受信モジュールに適用するた

めには、解決しなければならない重要な技術課題がいくつかある。本研究では、上記４つの
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図 1-6 10 Gbit/s 級小型光トランシーバの構造 
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指針に対して、それぞれ課題を克服するための設計・解析手法の検討を行ったものである。 

 

1.3 本論文の構成 

 本論文は、7つの章より構成される。本論文の構成を図 1-7 に示す。本章は第 1章であり、

序論として本研究の背景と目的とアプローチについて述べた。 

第 2 章では、モジュールの構成部品数を減らす取り組みとして、発光素子である半導体レ

ーザ（LD）を受光素子（PD）としても用いることのできる光送受信一体化素子実現のための

検討を行った。この場合、受信時における受光感度の偏波依存性の低減と、送信動作から受

信動作への切換時間の短縮が重要な課題となる。そこで、偏波依存性の小さなバルク活性層

を用いると共に、素子の精密な等価回路の導出とその過渡応答解析により切換時間を導出す

る設計方法を提案し、切り換え時間を従来よりも１桁近く低減可能な素子の実現に成功した

ことを述べる。 

第 3章では、石英系平面光波回路（PLC）をプラットフォームとし、その上に LD と PD を搭

載したパッシブアライメント搭載の光送受信モジュール実現のための検討を行った。ここで

は、同一基板上に LD と PD を近接して搭載するため、それらを同時動作させた時の、LD-PD

間で生じる電気クロストークの抑圧が重要課題となる。そこで、３次元電磁界解析を用いて

PLC 基板、パッケージ、及び、電子回路基板のレイアウト設計を行うこととした。その結果、

クロストークの影響による受信特性の劣化（パワーペナルティ）を 0.3ｄB 以下に抑圧できる

モジュールの実現に成功したことを述べる。 

第 4章では、従来、比較的低速（１Gbit/s 以下）の光モジュールに用いられてきたプラス

チックパッケージ技術を高速（10 Gbit/s 以上）の光受信モジュールに適用するための検討
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図 1-7 本論文の構成 
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を行った。従来のプラスチックパッケージにおいては、材料に起因する信号伝搬損失増大と、

信号の入出力部（金属製リードピン）でのインピーダンス不整合による信号劣化が重要な課

題であった。そこで、高周波域での信号損失の少ない材料の選定と共に、高周波信号の伝搬

に適した配線設計を、先に述べた３次元電磁界解析を用いて行い、10 Gbit/s で良好な受信

動作が可能な光受信モジュールを実現したことを述べる。 

第 5 章では、高速の光送信モジュールにおいて、高価、且つ、寸法が比較的大きな光アイ

ソレータを除去することは、小型・低コスト化を図る上で極めて有効である。また、光導波

路が形成された Si や InP の基板上に LD を集積する場合、光アイソレータを LD の直近に搭載

できないという課題があり、光アイソレータを使用せずに LD への反射戻り光対策を図ること

が、今後、ますます重要になると考えられる。そこで、高速伝送やモノリシック集積素子用

の光源として用いられる分布帰還型半導体レーザ（DFB LD）の構造と、反射戻り光による強

度雑音増大現象との定量的な因果関係を明らかにすることにより、高反射耐性化のための設

計指針を導出した。さらに、構造の異なる DFB LD を用いて、実際に強度雑音が増大し始める

戻り光量の大きさ（コヒーレンス コラプス オンセット）を調べ、導出した設計指針の妥当

性を検証するとともに、実際に高反射耐性化を図った素子において、1％以上の戻り光に対し

ても強度雑音の増大を抑制できることを実証した結果について述べる。 

第 6 章では、デジタルコヒーレント通信や多値変調の利用ニーズが高まっている中、反射

戻り光により誘起される強度雑音だけでなく、位相雑音や周波数雑音についても抑制するこ

とが新たな課題として浮上した。そこで、反射戻り光とレーザ共振器内の発振光との結合の

強さを表す戻り光結合係数 Cに焦点を当て、C を小さくするための DFB LD 構造について検討

することとした。レーザ共振器内への反射戻り光の帰還を抑圧する手段として、前方（出射

端面側）に可飽和吸収領域を設けるようにし、また、可飽和吸収領域による光出力特性の劣

化を補償する手段として、後方に分布反射器（DBR：distributed Bragg reflector）を導入

した構造について比較検討を行った。そこで、F マトリクス法とレート方程式を連携させた

解析手法を考案し、可飽和吸収の効果を取り込んだ形で C や外部微分量子効率、発振しきい

値利得の値を数値計算により導出できるようにした。また、この手法を用いて、C の値を小

さく抑えながら、外部微分量子効率を増大させることができる構造を見い出すことができた。 

最後に第 7 章では、本研究において得られた結果について要約すると共に、本研究成果の

展開について言及する。 
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第２章 モジュール構成簡略化に向けた等価回路解析 

 

2.1 まえがき 

 

 光アクセスシステムでは、当初、単一波長の光信号を使って双方向光伝送を行う方式が検

討された。この場合、上り方向に伝送される光信号と下り方向に伝送される信号とが時間軸

上で重ならないように（衝突しないように）するために、上り方向と下り方向の伝送を交互

に行う必要が生じる。この方式は、TCM（Time Compression Multiplexing）伝送方式[1]、ま

たは、ピンポン伝送方式と呼ばれる。この方式の場合、波長多重等の技術を用いずに１本の

光ファイバでの双方向伝送（一芯双方向伝送）が行えるため、敷設する光ファイバの本数を

半分に減らせると共に、加入者側と事業所側に全く同じ構成の光送受信モジュールを適用で

きるため、ネットワーク構築のためのコスト低減に非常に有効な方式である。しかし、特定

の繰返し周期（フレーム長）毎に時間を２つの領域に分割して伝送を行う半二重通信の形態

となるため、伝送効率としては１本の光ファイバを片方向のみで伝送する場合の半分以下に

なってしまうことが短所となる。この短所を克服するためには、デジタル光信号の伝送速度

（ビットレート）を高速にすることが必要となる。 
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図 2-1  (a) TCM 伝送方式による光送受信モジュール間の光信号伝送の 

形態と、(b) 光信号の送信、受信動作のしくみ [2] 
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 図 2-１ (a)は、#1 と#2 の２つの対向する光送受信モジュールが TCM 伝送方式によりデジ

タル光信号を用いて通信を行っている様子を模式的に示したものである。また、図 2-１ (b)

は、#1 の中に搭載された半導体レーザ（LD）から送出された光信号が#2 の中に搭載されたフ

ォトダイオード（PD）に到達して受信されるまでに要する時間を Tdとして、#1 と#2 の間で光

信号が伝送される様子を表したものである。#1 と#2 の間の距離が長くなるほど Tdは長くなり、

その分だけ１フレーム内での伝送効率（送受信できるデータ量）は小さくなる。また、光送

受信モジュール#1、#2 がそれぞれ送信動作から受信動作、受信動作から送信動作に切り換わ

るには、駆動回路や制御回路の動作時間も含め一定の時間を要するため、これら送受切り換

え動作を行うための時間間隔としてガードタイム（Tg）をシステム上設定する必要が生じる。 

 一方、光アクセスシステムに適用される光送受信モジュールには、まず何よりも低コスト 

な構成であることが要求される。特に LD や PD といった光半導体素子は、電子回路部品に比

べコスト的に大きな割合を占めるため、そのコスト低減が強く求められている。図 2-2(a)に、

TCM 伝送方式を用いる光アクセスシステムにおいて要求される光送受信モジュールの構成の

一例を示す。波長 1.3 m 帯ファブリ・ペロ型半導体レーザダイオード（FP-LD）、光出力パワ

ーのモニター用フォトダイード（M-PD）、及び、光ファイバとの結合用レンズからなる光送信
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図 2-2 (a) 従来の光送受信モジュールの構成の一例と(b)送受ダイオードを用いた 

モジュールの構成 [3] 
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モジュール（LD モジュール）と、フォトダイオードを搭載した光受信モジュール（PD モジュ

ール）が、光ファイバカプラを介して１本の光ファイバに光学的に結合されている。しかし、

ここで図 2-2(b)に示すように、発光素子である LD を受光素子としても用いることができれ

ば、本来の受光素子であるフォトダイオード（PD）や光を分岐する光ファイバカプラ（スプ

リッタ）を取り除くことができ、コストならびにサイズの両面で大幅な低減を図ることがで

きる。このように受光素子の機能を併せ持つ LD のことを、本論文では、送受ダイオード、ま

たは、LEAD（Light Emission-and-Detection）ダイオードと呼ぶこととする [3]-[5]。 

通常、発光素子として用いられている LD を PD として用いようとする検討に関しては、こ

れまで多くの報告がなされている[2],[6]-[12]。しかし、通常の LD は、低いしきい値電流と

高い温度特性という要求に応えるべく多重量子井戸（Multi quantum well：MQW）構造の活性

層を採用しており、そのまま受光素子として用いると、受光特性に大きな偏波依存性が生じ

ることとなる。これは受光素子としては致命的な問題であり、それを克服するために、伸張

歪 MWQ 構造を用いた活性層を持つ素子[13],[14]や、逆バイアスを印加する[14]ことが検討さ

れてきたが、作製方法や信頼性の観点から、低コストであることと高い信頼性が強く要求さ

れる光アクセスネットワークやデータ通信ネットワーク用の光デバイスとしては、適用が困

難と考えられる。 

そこで、本研究では、比較的偏波依存性の小さなバルク活性層を送受ダイオードに適用す

ると共に、ハイメサ構造の活性層を半絶縁性 InP 層で埋込んだ SI-BH 構造[10],[12],[15]と

することで、pin-PD 等の受光素子と同程度まで素子容量を低減できるようにした。また、LD

としての特性と PD としての特性の両立を図るため、端面反射率の最適化を行った。さらに、

送受ダイオードを TCM 伝送方式に適用するために克服すべき重要な課題の１つとなる送受信

切り換え時間の短縮化に関して、その定量的な値をこれまで精度よく評価することが困難で

あったが、本研究では、回路シミュレータを用いた等価回路解析による評価方法を考案し、

送受ダイオード実現のための設計手法の１つとして確立させたことを述べる。 

 

2.2 送受ダイオード実現のための課題 

 

 表 2-１は、発光素子（LD）と受光素子（PD）を併せ持った送受ダイード特性に要求される

課題を示したものである。送受ダイオードには、送信と受信の両方の動作を同じ素子が行う

ために、送信動作時の特性である LD 特性と受信動作時の特性である PD 特性を同時に改善し

ていくことが必要となるが、前節で述べたとおり、本来、LD と PD は、それぞれの特性を良

くするために最適化された構造を有しており、それらを両立させることは容易ではない。さ

らに、図 2.1(b)に示されるように、送信動作から受信動作、受信動作から送信動作へと短時

間（ガードタイム以下）に動作を切り換えられることが必要となる。本論文では、この送受

信動作間の切り換えに要する時間を送受信切換時間（Switching time：Ts）と定義する。 

 図 2-3 は、送受ダイオードが、LD モード（送信動作）から PD モード（受信動作）に切り

換わる際の切換時間を決定付ける放電電流の時間変化を示したものである。図の横軸は、送

信動作が終了した時刻を原点（0）とした経過時間を示している。図 2-1(b)に示されるよう
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に、TCM 伝送方式では、送信モードから受信モードに切り換わる時よりも、受信モードから

送信モードに切り換わる時の方が、短い切換時間が要求される。ここでの切換時間が、TCM

伝送方式における伝送効率（単位時間あたりに伝送できるデータの量）を決める大きな要因

となるため、一般に伝送システムにおいては、その切換時間の許容値（上限）をガードタイ

ム（Tg）として規定している。このガードタイムは、主に光送受信モジュールを制御する電

子回路の信号処理時間により決定付けられる。それに対し、送信モードから受信モードへの

切換時間は、信号が光ファイバを伝送されるのに要する時間を待たなければならないため、

表 2-1 送受ダイオード特性への要求課題 

                   

LD 特性 

・高光出力化（動作電流の低減） 

・しきい値電流の低減 

・しきい値電流・効率における温度特性改善 

（高温域での特性劣化の抑制） 

PD 特性 

・受光感度（入力光から電流への変換効率）の向上 

・受光感度の偏波・波長・温度に対する依存性の抑制 

・素子容量の低減 

送受信 

切換特性 
・放電電流の時定数の低減 
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図 2-3 送受ダイオードにおける送受信切換動作 
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システムで規定されるガードタイムよりも長い時間を許容せざるを得なくなる。この場合の

切換時間の許容範囲は、一般には、システムで規定される最長の伝送距離（光ファイバの長

さ）で決定付けられる。 

一方、送受ダイオードの動作においては、送信動作時には数十 mA オーダーの大きな電流が

素子に注入され、逆に、受信動作時には、入力光強度に応じてサブA から百A の範囲の微小

電流が素子から出力されるため、受信動作を行うためには、送信動作時に素子に蓄積された

電流（電荷）が放電されるのを待たなければならない。それは、図 2-3 に示されるように、

送信動作終了直後に光信号を受信した場合、送受ダイオードで光電変換されて出力される電

気信号は大きな放電電流に重畳されているため、後段に接続される受信回路の識別範囲を逸

脱してしまうからである。従って、送受ダイオードの特性の観点からは、受信モードから送

信モードに切り換わる時よりも、図 2-3 に示すような送信モードから受信モードに切り換わ

る時の方が長い切換時間を必要とし、その切換時間を短くするためには、送受信切換時に発

生する放電電流の時定数を如何に短くできるかが送受ダイオード実現のための重要課題とな

る。 

以上のことから、従来の光送受信モジュールに置き換えられるような送受ダイオードを実

現するためには、高い光出力、低しきい値電流、良好な温度特性といった LD 特性への要求課

題と、高い受光感度（光から電流への変換効率）、受光感度の偏波・波長・温度に対する依存

性の抑制、受信回路の動作帯域と受信感度を決定付ける素子容量の低減といった PD 特性への

要求課題を共に満足でき、且つ、送受信切換の際に発生する放電電流の時定数を低減できる

ように、素子構造の考案と設計を行う必要がある。 

 

2.3 デバイス構造と光送受信モジュールの構成 

 

 図 2-4 は、本研究で考案した送受ダイオードの構造を模式的に示したものである[3],[4]。

本素子の第１の特徴は、鉄（Fe）がドープされた半絶縁性（Semi-insulating：SI）インジウ

ム-リン(InP)層を電流ブロック層として、活性層（PD モード時には光吸収層）のあるメサの

両側を埋込んだハイメサ SI 埋込み構造（Semi-insulating buried heterostructure：SI-BH）

[15]を採用したことである。通常、半導体レーザ（LD）では、n 型の InP と p 型の InP を交

互に積層したnpnサイリスタ構成のInP層を電流ブロック層としたpn埋込み構造が用いられ

ている。順方向にバイアス電圧（電流）を印加する LD においては、npn サイリスタ構成は高

温度域でも高い耐圧を保てるという大きな利点があるためであるが、送受ダイオードでは、

受信動作(PD モード)時には逆方向にバイアス電圧を印加する可能性があるため、npn サイリ

スタ構成を用いた場合は素子の動作が不安定になる可能性がある。一方、SI 埋込み構造はバ

イアス電圧に対する極性を持たないため、順方向と逆方向のどちらのバイアス時においても

安定に動作させることができる。さらに、SI 埋込み構造の場合、活性層のあるメサの両側を

SI-InP 層で埋め込んだ形状を保持したまま、上部電極に接続することができるため、素子の

寄生容量の主な発生箇所を素子上部に形成される電極パッドに限定することができ、また、

メサを高く形成することで、上部電極パッドによって発生する寄生容量を小さくすることが
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可能となる。これにより、実際の送受ダイオードの素子容量を、通常のフォトダイオードと

同程度（1 pF 以下）まで低減することができた。 

 第２の特徴は、LD モードでは発光部となり、PD モードでは受光部となる活性層をバルク構

造の４元（インジウム・ガリウム・ヒ素・リン：InGaAsP）混晶半導体を用いたことである。

2.1 節でも述べたとおり、通常の LD は、低いしきい値電流と高い温度特性得るため MQW 構造

の活性層を採用しているが、その MQW 構造を光吸収層として用いた場合、受光特性に大きな

偏波依存性が生じることとなり、受光素子としての重要な条件を満たすことができない。そ

こで、PD モード時における受光感度の偏波依存性を低減するために、活性層にはバルク構造

の InGaAsP を適用し、LD としての特性を極力劣化させないように素子構造(端面反射率、共

振器長、層厚)の設計を行った。 

 本素子は、2 ステップの有機金属気相エピタキシャル（Metal organic vapor phase epitaxy：

MOVPE）成長法を用いて作製された。まず、n型 InP 基板上に、厚さ 0.15 m のバルク構造ノ

ンドープ InGaAsP 層と、それを上下に挟み込む形で厚さ 0.1 m のノンドープの分離閉じ込め

ヘテロ（separated confinement heterostructure：SCH）構造のガイド層（InGaAsP、バンド

ギャップ波長：1.1 m）、さらにその上に厚さ 1.5 m の亜鉛（Zn）をドープ（1x1018cm-3）し

た p 型 InP クラッド層と厚さ 0.3 m の電極コンタクト層が成長された。次に、幅 1.5 m の

メサ構造が、エタン（C2H6 ）と水素（H2 ）を用いた反応性イオンエッチング（Reactive ion 

etching：RIE）により形成された後、メサの両側に厚さ 3 m の Fe ドープ SI-InP 層が MOVPE

法により再成長され、ハイメサ SI 埋込み構造が形成された。さらに、メサ部以外の上面には
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guide

Active 
(Bulk)
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Fe-doped
semi-insulating InP

Front facet
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Optical 
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図 2-４ 送受ダイオードの素子構造 [3] 
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絶縁膜（SiO2 ）を形成し、その後、素子上面と下面に金属（主に金）電極を蒸着した。その

後、共振器長が 200 m になるようにへき開され、前方と後方のへき開された端面には、それ

ぞれの反射率が低反射率（15%）、高反射率（85％）になるように誘電体多層膜がコーティン

グ（Anti-reflection＜AR＞コーティング、High- reflection＜HR＞コーティング）された。

これらの反射率の値は、以下の条件、 
 

・端面コーティングを施さない場合に比べ、LD モード時における発振しきい値電流を劣化

させないこと。（共振器の反射鏡損失を保持） 

・一定の光出力を保持する制御（Automatic power control：APC）回路の動作に十分な光

出力パワーが後方端面から得られること。 
 

を満足する範囲において、前方端面からの光出力パワーをできるだけ大きくし、且つ、前方

端面から入射される光をできるだけ高い効率（受光感度）で活性層に吸収されるように設定

された。 

 送受ダイオードの特性評価のために、送受ダイオードとモニターPD を TO-CAN パッケージ

に搭載し、さらに円筒状のレンズフォルダと光ファイバを溶接した同軸型光モジュール（8 mm

φx16 mmL）を作製した。本モジュールは、光アクセスシステムへの適用を想定し、簡易で、

且つ、低コストに作製が可能な構成となるものとして選択された。光モジュールの外観写真

を図 2-5 に示す。このモジュールにおける送受ダイオードの前方端面から出力された光出力

パワーの光ファイバへの結合損失は、モジュールに取り付けられた光ファイバから出力され

る光出力パワーをモニターして測定された光出力-電流（L-I）特性から、3～4 dB と見積も

られる。また、モジュール内に搭載された送受ダイオードのアノード（p 側）電極に接続さ

れたリードピンとカソード（n 側）電極に接続されたリードピンとの間の容量の測定値       

（～1.5 pF）から、ボンディングワイヤならびにリードピン周りで発生する寄生容量は約 0.7 

pF と見積もられた。 

 

 

 
 

図 2-5 送受ダイオードモジュールの写真 
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2.4 送受ダイオードの基本特性 

 

2.4.1 LD モード動作時の特性 

 

 図 2-6 は、室温（20 ℃）において送受ダイオードを LD モードで動作させた場合の、DC 電

流による連続発振(CW)動作時の光出力-電流（L-I）特性、ならびに、電圧-電流（V-I）特性

を示したものである。測定は、金属製の O 型ヘッダ上にヒートシンク材をハンダ付けし、そ

の上に送受ダイオードチップを搭載して行った。また、光出力パワーは、AR コーティングを

施した前方端面側から出射された光を大口径のフォトダイオードで受光することにより測定

した。しきい値電流は約 10 mA で、動作電流 100 mA 以下で 30 mW 以上の高い光出力が得られ

ている。また、図には、V-I 特性の傾き（微分抵抗値：dV/dI）から計算された素子の直列抵

抗値がプロットされていて、動作電流域において 5～6 Ωである。この値は、主にメサ部に

おける p 型 InP クラッド層の抵抗、及び、電極コンタクト層と上部電極の間の接触抵抗の大

きさによって決定付けられる。ハイメサ埋込み構造を採用した場合、一般的な pn 埋込み構造

の素子と比べ、電極コンタクト層と電極との接触面積が小さくなってしまうため、素子抵抗

は構造的に大きくなる傾向になるが、本素子においては、一般的な pn 埋込み構造の LD の抵

抗値（4～5 Ω）に近い値を実現することができた。その結果、本素子は、80 ℃においても、

40 mA 以下のしきい値電流と 8mW 以上の光出力で動作させることができた[4]。 
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図 2-6 送受ダイオードにおける送受信切換動作 
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2.4.2 PD モード動作時の特性 

 

 図 2-7 は、送受ダイオードモジュールの室温における受光感度の波長依存性と偏波依存性

の評価結果を示したものである。測定は、回折格子を用いた外部共振器型の波長可変光源と

偏波コントローラを用いて行った。比較のため、活性層を MQW 構造（井戸層厚：3 nm、バリ

ア層厚：10 nm）にした通常の LD モジュールに対する特性の評価結果もプロットしている。

これらは、いずれも素子にバイアス電圧を印加しない（無バイアス）状態で測定したもので

ある。 

 図 2-7 において、受光感度の偏波依存性の大きさは、受光感度が最も大きくなる時（入射

光の偏波状態が TE モードの時）と最も小さくなる時（入射光の偏波状態が TM モードの時）

の差として表されている。図の結果から、通常の MQW レーザでは、受光感度が最も高くなる

波長域（～1300 nm）においても約 3 dB の偏波依存性があるのに対し、送受ダイオードでの

偏波依存性は、すべての波長域において 0.5 dB 以下に抑えることができた。また、送受ダイ

オードモジュールの受光感度は、1320 nm 付近の波長域において最大値 0.42 A/W が得られ、

前方端面に ARコーティングを施していない MQW レーザにおける受光感度の最大値（0.27 A/W）

と比べ、1.5 倍以上改善されている。さらに、送受ダイオードに 1 V の逆バイアス電圧を印

加した時の暗電流は 23 nA であった。 
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図 2-7 送受ダイオードの受光感度の波長依存性と偏波依存性 [3] 
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2.5 送受ダイオードの動特性 

 

2.5.1 LD モード動作時の周波数応答特性 

 

 送受ダイオードを LD モードで動作させた際に、小信号の電気信号で変調を行った送受ダイ

オードから出力される光出力信号の周波数応答（E/O レスポンス）特性評価結果を図 2-8 に

示す。測定は、室温において、送受ダイオードチップを高周波測定用に作成したキャリア上

に搭載し、光シグナルアナライザと周波数掃引信号発生器を用いて行った。送受ダイオード

のバイアス電流（Ibias）が 20 mA の時に 6 GHz、100 mA の時に 12 GHz の広い 3 dB 変調帯域が

得られ、実際の動作に必要な周波数域（≦1 GHz）においては、ほぼ平坦な周波数特性が実現

できている。図 2-8 の周波数応答特性における共振状のピークが現れる周波数は、一般的に

半導体レーザの周波数応答帯域を決定付ける緩和振動周波数である。送受ダイオードではバ

ルク活性層を用いているため、MQW 構造の活性層を用いた通常の半導体レーザに比べ緩和振

動周波数は低く抑えられているが（Ibias=100 mA の時に、約 6 GHz）、素子の寄生容量が 1 pF

以下の非常に小さい値であるため、実動作に必要な周波数域（≦1 GHz）で問題となる容量成

分による周波数応答の劣化（ロールオフ）が全く見られない良好な周波数応答特性が得られ

た。 

次に、送受ダイオードモジュール（図 2-5 の写真を参照）を用いて、室温における周波数

応答特性を評価した。図 2-9 は、LD モード動作時の送受ダイオードモジュールの 130 MHz～3  
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図 2-8 送受ダイオードの小信号変調特性 [3] 
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GHz の周波数域における小信号変調特性（E/O レスポンス）である。測定は、モジュールを測

定用の基板に固定し、入力ポートと出力ポートの特性インピーダンスが共に 50 Ωの光コン

ポーネント・アナライザを用いて行った。本モジュールにおける信号線（リードピン）や TO-CAN

パッケージは、高周波信号の透過特性を考慮して設計されたものではないため、図 2-8 の測

定結果に比べ、特性インピーダンスの不整合による電気的な反射の影響が周波数応答に大き

く反映された結果となっている。しかし、実動作に必要な周波数域（≦1 GHz）では、良好な

光送信波形を得るのに必要なほぼ平坦な周波数応答が得られていることが確認できた。 

 

2.5.2 PD モード動作時の周波数応答特性 

 

 図 2-10 は、PD モード動作時の送受ダイオードモジュールに、130 MHz～3 GHz の周波数域

の小信号で変調された光信号（平均パワー：-6 dBm）を入力し、その時モジュールから出力

される電気信号の周波数応答（O/E レスポンス）特性の室温での評価結果を示したものであ

る。測定は、モジュールを評価基板に固定し、送受ダイオードにバイアス電圧を印加しない

場合（Vbias = 0 V）と 2 V の逆バイアス電圧を印加した場合（Vbias = -2 V）において、図 2-9

の特性評価に用いた入出力インピーダンス 50 Ωの光コンポーネント・アナライザを用いて

行った。 

 図 2-9 の測定結果と同様、特性インピーダンスの不整合による電気的な反射の影響が周波

数応答に大きく反映された結果となっている。特に、受信モードにおいては、送受ダイオー

ドから出力される電気信号が微弱であるため、リードピン自身のインダクタンス（L）とリー

ドピン周りに発生する寄生容量（C）の影響による過剰応答（電気的な発振）が 1～2 GHz の

帯域で現れている。また、送受ダイオードにバイアス電圧を印加しない場合と比べ、2 V の 

図 2-9 送受ダイオードモジュールの小信号変調特性 [3] 
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逆バイアス電圧を印加した場合は、わずかであるが周波数応答特性がよくなることが確認で

きた。いずれのバイアス条件においても 3 dB 受信帯域は約 2 GHz であり、これは、測定系の

特性インピーダンス（50 Ω）と送受ダイオードモジュールの寄生容量（～1.5 pF）とから求

められるカットオフ周波数（fc） 

 

9
12

101.2
50105.114.32

1

2

1



 CR

fc 
 (Hz)             (2-1) 

 

の値とほぼ一致する。このことから、送受ダイオードの周波数応答特性を制限する要因が、

通常のフォトダイオードと同様、モジュールの寄生容量と後段に接続されるプリアンプ IC の

入力インピーダンスの積で決定されるカットオフ周波数であることが分かる。 

 

2.5.3 PD モード動作時の符号誤り率特性 

 

 送受ダイオードモジュールの動的な受信特性を評価するために、実際の光通信で用いられ

るデジタル変調された光信号をモジュールに入力した場合の符号誤り率（Bit error rate：

BER）特性の測定を行った。測定に用いた光信号は、擬似的に生成された 2進数の乱数列（擬

似ランダム信号、Pseudorandom binary sequence：PRBS）により NRZ（Non return to zero）

方式で符号化されたパルスで送受ダイオードモジュール（LD モード）を変調し、発生させた

ものである。この時、送受ダイオードは、バイアス電流を注入せずに振幅 20mA のパルス電流

を加えることにより駆動することとした（ゼロバイアス変調）。擬似ランダム信号は、パルス

パターン発生装置（Pulse pattern generator：PPG）を用いて生成され、信号発生回路で用

いられるシフトレジスタの段数を 23 段に設定した。この時、生成される擬似ランダム信号の

図 2-10 送受ダイオードモジュールの PD モード動作時の周波数応答特性 [3] 
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周期（パターン長）は、223-1 ビットとなる。また、受信特性の性能指標として用いられる符

合誤り率（BER）は、 

 

受信された全ビット数

ビット数検出エラーが発生した
BER                 (2-2) 

 

で定義され、受光素子の後に前置増幅器（プリアンプ、Preamplifier）とその後段の増幅器

（ポストアンプ、Post amplifier）、及び、信号の波形整形や識別再生（Clock and data 

recovery：CDR）等の機能を有する出力回路を接続し、そこから出力された電気信号を誤り率

検出装置（Error detector：ED）に入力し、PPG から出力される信号と同期をとることによ

り測定される。BER= 0（-∞）となる状態をエラーフリーと呼び、エラーフリーが実現される

最小の受信光パワー（平均値）を最小受信感度として定義している。この最小受信感度の値

が小さいほど、特性のよい受信機（レシーバ）となる。 
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 図 2-11 は、送受ダイオードの符号誤り率特性の測定結果を示したものである。測定は、30 

Mbit/s の NRZ 符号で変調された波長 1316 nm の光信号を入力して行った。図の縦軸は、10-10

から 10-3 までの数値の対数を２回とって目盛がとられているために、目盛が不等間隔になっ

ている。また、図 2 の横軸は、dBm の単位で表記した平均受光パワーである。符号誤り率の

図 2-11 送受ダイオードモジュールの符号誤り率特性 [3] 
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値は、主に受信回路での熱雑音と入力信号光パワーとの比で決まるため、理論的に指数関数

（Exponential）と二乗関数（Square）を組み合わせた誤差関数で表されることが知られてい

る [16]。 そのため、受信回路での熱雑音以外の過剰雑音が発生しなければ、上記の目盛を

用いたグラフ上にプロットした測定値は直線上に並ぶことになり、逆に、発光素子や受光素

子等に起因する過剰雑音が発生すると、測定値は直線上に並ばなくなる。この時、符号誤り

率特性のグラフは、下に凸の曲線を描くことになり、この曲線における変化率の小さくなっ

た部分（水平に近づいた部分）は「フロア」と呼ばれ、大きな過剰雑音が発生していること

を示す指標とされる。図 2-11 で得られた結果では、いずれの測定結果も直線上に並んだ形に

なっており、過剰雑音の発生していない良好な BER 特性が得られていることが分かる。 

符号誤り率測定の際に、送受ダイオードの後段に接続するプリアンプには、CMOS

（Complementary metal oxide semiconductor）シリコン(Si)プロセスで作製されたトランス

インピーダンス型の増幅回路素子（Trans-impedance amplifier：TIA）、ポストアンプには自

動利得制御（Automatic gain control：AGC）型増幅回路素子、そして、出力回路には比較回

路（コンパレータ、Comparator）を用いた[17]。 特に、レシーバの特性を大きく左右するプ

リアンプ（TIA）は、TO-CAN パッケージに搭載された pin 型フォトダイオード（pin-PD）モ

ジュール（端子間容量：～1 pF）を用いることを想定して、30 Mbit/s～50 Mbit/s の光信号

受信時に高い最小受信感度を得るために、入力インピーダンスが高く（4 kΩ）なるように設

計されている [17]。 

図 2-11 には、PD モードで動作させた送受ダイオードに対して、バイアス電圧（Vbias）が 0 V

（無バイアス）の場合と-3 V の逆バイアス電圧を印加した場合の評価結果が示されている。

また、比較のために、通常の pin-PD モジュールを用いた場合についても評価を行った。これ

らの評価に用いたモジュールの受光感度、容量、暗電流の値と符号誤り率（BER）が 10-8にな

る時の平均受光パワー（10-8 以下の BER を得るための最小受信感度）の測定結果の関係を表

2-2 に示す。 

 

 

 

 

 
SI-BH 送受ダイオード 

モジュール 

pin-PD 

モジュール 

バイアス電圧 (V) 0 -3 -5 

受光感度*  (A/W) 0.43 0.45 0.98 

容量 (pF) 1.36 1.18 0.95 

暗電流 (nA) - 120 7.5x10-3 

最小受信感度* @BER= 10-8 -40.2 -40.6 -43.9 

      * 波長 1316 nm の光を入射させた時の測定値 

 

表 2-2 BER 特性評価に用いた送受ダイオードモジュールと pin-PD モジュール 

特性の各種特性値と受信感度測定結果との関係 [3] 
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表の結果で、送受ダイオードに逆バイアス電圧を印加しても受光感度の改善が小さい（0.43 

A/W→0.45 A/W）のは、入力信号光の波長（1316 nm）が、評価に用いた送受ダイオードの吸

収端波長（≒活性層のバンドギャップ波長）に近く、図 2-7 の結果に示されるように、無バ

イアス時において既に最大に近い受光感度が得られているためと考えられる。また、逆バイ

アス電圧印加時にモジュールの端子間容量が減少しているのは、活性層内の pn 接合界面に生

じる空乏領域が、逆バイアス電圧を印加することによって SCH ガイド層とのヘテロ界面まで

広がり、空乏領域で生じる容量が小さくなるためである。さらに、素子容量の低減によりプ

リアンプの受信帯域が拡大し、出力される受信波形の立ち上がり、立ち下がり特性が良くな

ることも最小受信感度の改善に繋がる。これらの要因の相乗効果により、無バイアス時に

-40.2 dBm であった BER=10-8 での最小受信感度が、-3 V の逆バイアス印加時には-40.6 dBm

へと約 0.4 dB 改善されたと考えられる。 

一方、pin-PD モジュールの場合、素子が面入射型となっているため高い受光感度（0.98 A/W）

を有し、且つ、素子容量も低い（0.95 pF）ため、BER=10-8 での最小受信感度も-43.9 dBm と

高い値を示すが、送受ダイオードモジュールを用いた場合との最小受信感度の差（3.7 dB 

@Vbias= 0 V、3.3 dB @Vbias= -3 V）は、ほぼ受光感度（0.43 A/W @Vbias= 0 V、0.45 A/W @ Vbias= 

-3V）の違いに対応していることが分る。また、このことは、-3 V の逆バイアス電圧印加時

の送受ダイオードモジュールの暗電流（120 nA）が pin-PD モジュールの暗電流（7.5 pA）に

比べて 3 桁近く大きな値になっているが、そのことが符号誤り率特性の劣化要因とはなって

いないことを示している。 

 

2.6 送受ダイオードの送受信切換特性 

 

2.6.1 送受信切換時間短縮化に向けた課題とアプローチ 

 

TCM 伝送方式に適用可能な送受ダイオードを実現するためには、2.2 節で述べたように、送

受信切換時間の短縮化が重要な課題となる。この送受信切換時間は、素子が LD モード（活性

層の pn 接合に対し順方向にバイアス）で動作している間に蓄えられた電荷が、PD モード（活

性層の pn 接合に対し無バイアスもしくは逆方向にバイアス）に切り換わる時の放電電流特性

に依存している。放電電流特性には、図 2-3 に示すように、速い時定数の成分と遅い時定数

の成分があり、遅い時定数の放電電流成分が送受信切換時間を律速する要因となっているこ

とが、様々な構造の半導体レーザを用いた実験結果から明らかにされた[2]。また、文献[2]

では、図 2-3 の２つの時定数成分を持つ放電電流特性が図 2-12 の等価回路から導き出され、

容量（Cs）と抵抗（Rs）の直列接続部からの放電電流が、遅い時定数の成分となっていること

が報告されている。この時、時定数は直列接続された容量と抵抗の積（CsRs ）で表すことが

でき、この値を小さくすることが送受信切換時間の短縮化のための必要条件とされた。しか

し、実際には、Csと Rsは、作製された素子の放電電流特性を実測することにより求められる

ため、素子構造の設計段階において放電電流の時定数を小さくするための指針を得られるよ

うにすることが、送受ダイオード実現のための大きな課題となっていた。さらに、時定数の       
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値が小さくなると、測定に用いる入力電気パルス波形や、測定に用いるプリアンプやトラン

ジスタの立ち下がり時間、ならびに、測定系の雑音レベルに律速されるようになり、Cs や Rs

を放電電流の実測により求めることが困難になっていた。 

そこで、本節では、送受信切換時間短縮化のための設計指針と従来よりも小さな放電電流

特性の時定数に対する評価方法の確立を目的に、 

 

・実際の素子構造に対応させた等価回路を作成し、回路解析法により図 2-12 の等価回路へ

の変換を行って、放電電流特性の時定数と素子構造との対応付け 

・素子のインピーダンス測定を行い、回路シミュレータを用いて等価回路への実測データの

フィッティングを行うことで各回路パラメータと時定数の導出 

 

を行った結果を述べる。 

 

2.6.2 送受ダイオードにおける等価回路モデル 

 

 図 2-13 は、送受ダイオードの素子断面の概略図と、素子構造を基にして作成した PD モー

ド動作時の送受ダイオードモジュールの近似的な等価回路を重ね合わせたものである。また、

等価回路上に表記した記号（回路パラメータ）に関する説明を、表 2-3 に記述した。図 2-13

の等価回路において、Rc は数Ωであり、他の抵抗成分（kΩ～MΩ）に比べると極めて小さな

値となる。また、Lwについても 1 nH 以下であることから、送受ダイオードの動作帯域である

100 MHz 以下の動作帯域では、そのインピーダンス値は|jωL|= 2πfL≦ 0.628（Ω）となり、

他のインピーダンス（抵抗）成分と比較して十分小さな値となるため、ここでの等価回路解

析においては、Rcと Lwは無視することができる。その結果、図 2-13 の等価回路モデルは、図

2-14 の等価回路に簡略化される。ここで、Ca’、Ra’、Ro’は、それぞれ次の式(2-3)～式(2-5)

で表される。 

  

 図 2-12 送受ダイオードモジュールの放電電流特性を導出するための等価回路 [2] 
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記号 回路パラメータの説明 

Ca 活性層における pn 接合(空乏層)の容量 

Ra 活性層における pn 接合(空乏層)の抵抗 

Cb 電流ブロック層（半絶縁性 InP 埋込み層）において生じる容量 

Rb 電流ブロック層（半絶縁性 InP 埋込み層）における抵抗 

Co 絶縁膜において生じる容量 

Ro 絶縁膜における抵抗 

Rob 絶縁膜と電流ブロック層の界面における抵抗 

Rab 活性層と電流ブロック層の界面における抵抗 

Rc 
ハイメサ領域の上部クラッド層における抵抗      

（上部クラッド層と電極の間に生じる接触抵抗を含む） 

Cm モジュールに実装した際に生じる寄生容量 

Lw ボンディングワイヤのインダクタンス 

図 2-13 PD モード動作時の送受ダイオードモジュールの近似的な等価回路モデル [3] 

表 2-3 図 2-13 に示した送受ダイオードモジュールの等価回路モデル

における各回路パラメータの説明 [3] 
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o RR

RR
R


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さらに、図 2-15 に示す交流理論における直並列回路の等価変換[18]を行うことにより、図

2-14 の等価回路における左側の直並列回路は、図 2-15 の右側に示すように３つのインピー

ダンス成分（AZ1、BZ1+CZ2 、DZ2）が並列に接続された等価回路に書き直すことができる。 
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図 2-14 Rc、Lw を省略することで簡略化された等価回路モデル 

図 2-15 交流理論における直並列回路の等価変換 [18] 
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ここで、図 2-15 の等価変換において、各パラメータの間には、次式の関係が成り立つ。[18] 
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以上の結果から、図 2-14 の等価回路は、図 2-16 の等価回路に書き換えることができる。 
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さらに、図 2-16 の等価回路における並列の容量成分（Ca’、CD ）、及び、並列の抵抗成分（Ra’、

RA）をそれぞれ１素子に合成することにより、送受ダイオードの素子構造に対応した図 2-13

の等価回路モデルは、送受ダイオードの放電電流特性が速い時定数の成分と遅い時定数の成

分から成り立っているという実験結果から導出された図 2-12 の等価回路に変換でき、図 2-12

の等価回路が送受ダイオードの放電特性を解析的に導出するための等価回路として妥当であ

ることを示すことができた。 

以上の結果から、図 2-12 の等価回路における各回路パラメータ Cp、Rp、Cs、Rsは、送受ダ

イオードの素子構造に起因する図 2-13 の等価回路パラメータを用いて、以下のように記述す

ることができる。 
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図 2-16 図 2-14 の等価回路を交流理論による等価変換を用いて書き換えた等価回路 
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2.6.3 等価回路モデルにおける各パラメータの導出 

 

 前節において、送受ダイオードを、図 2-12 の簡略化された等価回路で表すことの妥当性を

検証した。従って、実際に作製された送受ダイオード、もしくは、送受ダイオードモジュー

ルにおいて、各回路パラメータ（Cp、Rp、Cs、Rs）の具体的な値を求めることができれば、各

素子における放電電流特性を解析的に導出することができることになる。 

 一般に、ダイオードのように、等価回路が容量と絶縁体に近い高い抵抗からなる単純な並

列回路で表される素子であれば、キャパシタンス・メータや LCR メータ、インピーダンス・

アナライザを用いることにより、素子容量と抵抗の値を直接測定することができる。しかし、

図 2-12 の等価回路のように、直列回路と並列回路を組み合わせた複合的な等価回路を持つ素

子の場合、上記のような測定装置を用いて、直接、回路パラメータの値を実測することがで

きない。 

 そこで、本研究では、まず、広い周波数範囲（100 Hz～40 MHz）で高精度なインピーダン

ス測定ができる自動平衡ブリッジ法を採用したヒューレット・パッカード社（現在は、キー

サイト・テクノロジー社に移行）製のインピーダンス/ゲインフェーズ アナライザ（HP 4194A）

を用いて、素子のインピーダンスの振幅成分と位相成分の周波数特性を測定することにした。 

 次に、回路シミュレータ（SPICE）上に図 2-12 の等価回路モデルを作成し、４種類の回路

パラメータ（Cp、Rp、Cs、Rs）をそれぞれ変化させて等価回路全体のインピーダンス（Zmagnitude、

Zphase）の周波数特性を計算し、実測結果に合うように各パラメータの値を導出するフィッ

ティング（パラメータ抽出）機能を用いることとした。 

 図 2-17 に、SI 埋込み構造の送受ダイオードモジュール（SI-BH LEAD–diode Module）を用

いて測定したインピーダンスの振幅成分（Zmagnitude）と位相成分（Zphase）の 3 kHz～13 MHz 

での周波数特性を○印を用いたプロットにより示す。測定は、室温において無バイアス状態

（バイアス電圧：Vbias= 0 V）で行った。また、実線は、SPICE のフィッティング機能により

導出した等価回路全体のインピーダンスの周波数特性を示す。 

 比較のために、pn 埋込み構造の高速動作用レーザダイオード（LD）を送受ダイオードと同 
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じパッケージに実装したモジュールを用いて、同様のインピーダンス測定、及び、SPICE に

よる等価回路フィッティングを行った結果を図 2-18 に示す。図 2-17、図 2-18 のいずれにお

いても、実測とフィッティングにより求めた特性がよく一致することが確認された。 

 表 2-4 に、SPICE による等価回路フィッティングにより求めた送受ダイオードと pn 埋込高

速 LD モジュールにおける各回路パラメータの値を示す。pn 埋込構造の高速 LD モジュールと

比較した送受ダイオードの特徴として、大幅な低容量化（Cpで 1/3 以下、Csで 1/20 以下）が

図られると共に、抵抗値 Rpの高抵抗化（5 倍以上）が実現できていることが分る。ここで、

図 2-13 と式(2-23)より、Rpは、主に活性層と電流ブロック層の界面、及び、電流ブロック層 

図 2-17 送受ダイオードモジュールにおける実測(○印)と等価回路フィッティング(実線)

により求めたインピーダンスの(a)振幅成分と(b)位相成分の周波数特性の比較 [3] 

図 2-18 高速動作が可能な pn埋込み構造の LDモジュールにおける実測(○印)と等価

回路フィッティング(実線)により求めたインピーダンスの(a)振幅成分と(b)位相成分

の周波数特性の比較 [3] 
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 Cp (pF) Rp (MΩ) Cs (pF) Rs (MΩ) 

送受ダイオードモジュール 1.36 48.31 0.148 1.971 

pn 埋込高速 LD モジュール 4.67 9.03 3.15 2.36 

 

 

自体における抵抗値を並列要素として合成したものであり、Rp の両端に逆バイアス電圧が印

加された時に流れる電流は、素子のリーク電流（暗電流）に相当する。一方、Cpは、式(2-22)

から素子の上部電極と下部電極の間に生じる並列の容量成分を合成したものであり、受信動

作時には素子の受信帯域の上限 [カットオフ周波数：式(2-1)参照] を決定付ける素子の寄生

容量を表すパラメータとなる。この Cpの値は、表 2-2 に記載した送受ダイオードモジュール

の素子容量（端子間容量）をインピーダンス・アナライザで直接測定した値と一致してお 

り、容量成分に関する等価回路フィッティングの結果の妥当性を示したものとなっている。 
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表 2-4 SPICE を用いた等価回路フィッティングにより求めた送受ダイオード

モジュールと pn 埋込高速 LD モジュールの各回路パラメータの値 [3] 

図 2-19 送受ダイオードモジュールの電流-電圧（I-V）特性 [3] 
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さらに、抵抗成分に関する等価回路フィッティングの結果の妥当性を検証するために、図

2-17 のインピーダンス測定に用いた送受ダイオードモジュールに逆バイアス電圧を印加した 

時のリーク電流の電圧依存性（I-V 特性）の測定を行った。室温における I-V 特性の測定結

果を図 2-19 に示す。図中の３本の点線は、I-V 特性を示す曲線（I-V カーブ）のバイアス電

圧が 0 V、-1 V、-3 V における接線で、その傾きが各バイアス電圧印加時の微分抵抗、すな

わち、送受ダイオードモジュールの素子抵抗（端子間抵抗）Rpを表している。 

 表 2-5 は、送受ダイオードモジュールに 0 V、-1 V、-3 V のバイアス電圧を印加した時の、

等価回路フィッティングにより求めた素子抵抗Rpの値と図2-19のI-V特性の測定結果から求

めた微分抵抗の値を比較したものである。両者の値の間には 10%～21％の違いが見られるが、

10 MΩを超える高抵抗値(微小電流値)測定の難しさを考慮すると、バイアス電圧印加時の抵

抗値減少の割合を含め、両者はよく一致していると言える。これにより、等価回路フィッテ

ィングの結果は、抵抗成分においても妥当であることが確認できた。 

 

2.6.4 等価回路の過渡応答解析による放電電流の定式化 

 

 本節では、図 2-12 の等価回路をもとにした回路方程式の過渡応答解を解析的に求めること

（等価回路解析）により、送受信切換時に発生する放電電流特性の定式化を図る。 

 図 2-12 の等価回路において、Rpは、式(2-23)より、図 2-13 の Ra（無バイアスまたは逆バ

イアス時における活性層の pn 接合《空乏層》の抵抗）、Rab（活性層と電流ブロック層の界面

の抵抗）、Ro（絶縁膜の抵抗）、Rob（絶縁膜と電流ブロック層の界面の抵抗）、Rb（電流ブロッ

ク層《半絶縁性 InP 埋込み層》の抵抗）を合成した成分となり、その値は一般的に数百 kΩ

～数十 MΩの大きな値となる。一方、外部に接続される負荷抵抗 RLは、多くの場合、後段に

接続されるトランスインピーダンス型プリアンプの入力インピーダンスとなり、その大きさ

は数十Ω～数 kΩである。従って、Rpは RLに比べ十分大きい（Rp≫ RL）値となることから、

図2-12の等価回路はRpを取り除いた図2-20の等価回路に簡略化することができる。そこで、

図 2-20 の等価回路を用いた過渡応答解析により、送受ダイオードが送信モードから受信モ 

バイアス電圧 (V) Rp (MΩ) 
dI

dV
 (MΩ)

0 48.31 53.6 

-1 26.25 33.3 

-3 11.16 13.3 

表 2-5 送受ダイオードモジュールにおける価回路フィッティングにより求め

た素子抵抗 Rpと I-V 特性測定結果より求めた微分抵抗値の比較 [3] 
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ードに切り換わる際に発生する放電電流を表す以下の式を導出した。なお、式の導出過程に

ついては、付録の A.1 に示す。 
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2.6.5 放電電流特性の解析的導出による送受信切換時間の評価 

 

 2.5.2 節では、図 2-12 の等価回路が、図 2-13 に示す実際の送受ダイオードの素子構造に

起因したものであることを示した。また、2.5.3 節では、実際の送受ダイオードモジュール

の等価回路パラメータの値をインピーダンス測定と回路シミュレータによるパラメータ・フ

図 2-20 Rp≫ RLとして Rpを除去した送受ダイオードの近似的な等価回路 
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ィッティングにより導出できることを示した。そこで、本節では、前節で等価回路解析によ

り求めた送受信切換時に発生する放電電流を表す式と 2.5.3 節で導出した回路パラメータの

値を用いて、送受ダイオードと従来構造（pn 埋込構造）の高速 LD モジュールの放電電流特

性を解析的手法により求め、その結果からそれぞれの送受信切換時間の評価を行う。 

 図 2-21 は、送信モードから受信モードに切り換わる時の放電電流特性と送受信切換時間の

関係を模式的に示したものである。図中において、送受信切換後の時間とともに減少してい

く放電電流（Ids）上に重畳されたパルス波形は、受信された光信号が送受ダイオードにより

電気信号に変換された後の信号電流波形を表している。また、挿入図は、各信号電流波形に

おける入力信号光パワー（Pin）と信号電流値（Is）の関係を示したものであり、η、Pin(1)、 
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図 2-21 放電電流特性と送受信切換時間の関係。挿入図は、(a) 放電電流が比較

的大きい時と、(b) ほとんどゼロに収束した時における各信号電流波形における

入力信号光パワーと信号電流値の間の関係を示したものである[3]。 
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Pin(0)、Pin_ave、Is(1)、Is(0)は、それぞれ以下の内容を表す。 

 

 η：送受ダイオードの受信モード動作時の受光感度（A/W） 

 Pin(1)：入力信号レベルが”1”の時の光パワー（W or dBm） 

 Pin(0)：入力信号レベルが”0”の時の光パワー（W or dBm） 

 Pin_ave：入力信号光の平均光パワー[＝{Pin(1)+Pin(0)}/2]（W or dBm） 

 Is(1)：入力信号レベルが”1”の時の信号電流値（A） 

 Is(0)：入力信号レベルが”0”の時の信号電流値（A） 

 

ここで、Pin(1)と Is(1)、Pin(0)と Is(0)の間には以下の関係 

 

dsins IPI  )1()1(                             (2-32) 

dsins IPI  )0()0(                             (2-33) 

 

が成り立つため、入力信号光の平均光パワーPin_aveは、式(2-32)、式(2-33)を用いて次のよう

に書き換えられる。 
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一方、2.5.3 節で述べた送受ダイオードの受信特性の性能指標として用いられる符合誤り率

（BER）特性における最小受信感度の理論値は、次式で記述されることが知られている。[16] 
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ここで、r、h、ν、Q、<i2>cは、それぞれ以下の内容を表す。 

 

 r：入力信号光における消光比 

 h：プランク定数 

 ：信号光の周波数 

 Q：受信器の識別レベルを適切（信号パルスのほぼ中央）に設定した場合の信号電流パルス

における信号対雑音比（SNR）に起因するパラメータ 

 <i2>c：後段の電子回路（プリアンプ）における２乗平均入力雑音電流 
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また、入力信号光における消光比ｒは Pin(0)と Pin(1)の比で定義され、信号電流パルスの振幅

を Is [＝Is(1)-Is(0)]、オフセット電流値を Ioff [＝Is(0) <Ids＝ 0 の時>]として、次式のよ

うに表される。 

 

offs

off

s

s

in

in

II

I

I

I

P

P
r




)1(

)0(

)1(

)0(
                        (2-36) 

 

さらに、図 2-21 に示すように、放電電流（Ids）が発生して信号電流パルスに重畳される場合

には、消光比 r’と信号電流パルスの振幅 Is、放電電流値 Idsとの関係は、 
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となり、入力信号光の消光比が同じ場合でも、送受ダイオードから出力される信号電流の実

効的な消光比が変わり、その結果、後段の受信回路における最小受信感度の値を劣化させる

ことになる。式(2-35)、式(2-36)、式(2-37)より、放電電流が発生することによる最小受信

感度の劣化量（パワーペナルティ）ΔPは、次式で表される。 
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式(2-38)を用いて、入力信号電流パルスの振幅（Is）に対する放電電流（Ids）の比（Ids/Is）

と最小受信感度の劣化量（ΔP）との関係を見積った結果を図 2-22 に示す。ここでは、入力

信号光における消光比（r）をパラメータとして計算を行った。図の結果から、消光比が大き

くなるにつれ、消光比による最小受信感度劣化の寄与が大きくなり、放電電流による影響は

相対的に小さくなることが分かる。例えば、最小受信感度劣化の影響が最も大きくなる r=0

の場合に、最小受信感度の劣化を 1 dB 以下に抑えられることを放電電流の許容条件と仮定す

ると、放電電流を入力信号電流パルス振幅の 1/10 以下（Ids/Is≦0.1）にすることが必要とな

る。そこで、本論文では、送受ダイオードの動作が LD モードから PD モードに切り換わった 

図 2-22 入力信号光における消光比(r)をパラメータとした入力信号電流パルス

振幅(Is)に対する放電電流(Ids)の比(Ids/Is)と最小受信感度の劣化量(ΔP)との

関係 
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後、送受ダイオードから発生する放電電流が入力信号電流パルス振幅の 1/10（Is/10）に低減 

するのに要する時間を送受信切換時間と定義する。 

図 2-23 は、式(2-27)～式(2-31)と表 2-4 の回路パラメータの値を用いて、送受ダイオード

モジュールと pn 埋込高速 LD モジュールにおける送受信切換時の放電電流特性を求めたもの

である。送受ダイオードモジュールと pn 埋込高速 LD モジュールのいずれにおいても、送信

動作（LD モード）時に印加された電圧（図 2-20 の V0）を 1 V とし、後段のプリアンプにお

ける入力インピーダンス（図 2-20 の負荷抵抗 RL）を 4 kΩ、受光感度を 0.4 A/W とした。計

算結果から、どちらの光モジュールに対しても、放電電流が 400～500 nA 以下になると時定

数の大きな電流成分が支配的になり、両者の放電電流の差は時間の経過と共に増大していく

ことが分かる。 

一例として、入力信号光の平均光パワー（平均受光パワー）が-30 dBm（1 W）の時におけ

る送受信切換時間について検討する。入力信号光における”1”レベルと”0”レベルの含ま

れている割合は同じとし、それぞれのパルス幅は等しく（ヂューティー比＝0.5）、消光比（r）

が 0の場合を考えると、入力信号光パルスの振幅は平均光パワーの 2 倍の-27 dBm（2 W）と

なる。ここで、送受ダイオードの受光感度は 0.4 A/W を仮定していることから、送受ダイオ

ードで変換された入力信号電流パルスの振幅（Is）は 0.8 A となり、送受信切換時間（Ts）

図 2-23 放電電流特性と送受信切換時間の関係。Isは送受ダイオードで受信さ

れた入力光信号電流の振幅、Idは送受信切換後に発生する放電電流を表す[3]。
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は、放電電流が Is/10= 80 nA まで低減するのに要する時間と定義することができる。図 2-23

より、２つの光モジュールの送受信切換時間を求めると、pn 埋込高速 LD モジュールの場合

は 12.5 s となるのに対し、送受ダイオードモジュールの場合は 0.6 s となり、約 1/20 に

まで送受信切換時間を短くできることを解析的に明らかにすることができた。 

 

2.6.6 送受信切換時の回路パラメータの非線形性の影響 

 

 2.6.2 節～2.6.5 節では、等価回路における回路素子（C、R）はすべて線形な応答を示す集

中定数の素子として取り扱ったが、実際の送受信切り換え時には、素子へのバイアス電圧が

1 V から 0 V まで一気に変化する大振幅信号動作（ステップ応答）となる。その時、pn 接合

の空乏層をモデル化した回路素子においては、非線形な応答を示す可能性が考えられる。そ

こで、本節では、非線形な応答を示す素子があった場合に、図 2-20 に示した放電電流特性が

どのように変化するかについて考察を行う。 

 図 2-24(a)は、図 2-13 と同じ PD モード動作時の近似的な等価回路モデルである。PD モー

ドで動作している時は、活性層は光吸収層となり、入力光は電流に変換されるため、等価的

に電流源で表すことができる。その時、活性層における pn 接合には空乏層が形成されている

ため、空乏層の幅に依存した容量（Ca）と空乏層の持つ MΩオーダーの高い絶縁抵抗（Ra）で

構成された並列回路で表される。 

 一方、送受ダイオードが LD モードで動作する時、活性層は発光層となり、活性層における

pn 接合部では空乏層がなくなるため、そこでの抵抗（Ra）は小さな値（～数Ω）となる。従

って、p側電極から n側電極に向けて電流が流れるようになるため、容量成分（Ca）は存在し 
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           (a)                    (b) 
 
図 2-24 送受ダイオードモジュールの(a) PD モード動作時の近似的な等価回路モデル[3]と 

(b) 送受信切換時の非線形性を考慮し簡略化した等価回路モデル 
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なくなる。上記のことから、LD モードから PD モードに遷移する送受信切換動作時において

は、活性層の pn 接合部における抵抗 Raは、数Ωから数 MΩまで非線形に変化するダイオード

素子として表した方がより厳密な等価回路モデルとなる。そこで、図 2-24(b)に示す等価回

路モデルでは、活性層の抵抗値をダイオード Daと抵抗 Raの直列回路で表すことで、送受信切

換時における活性層での非線形な抵抗の変化を反映できるようにした。 

他方、半絶縁性 InP 埋込み層、絶縁膜、及び、それらの界面において生じる抵抗成分と容

量成分については、pn 接合における空乏層の関与がないため、それらは固定の抵抗値と容量

値を持った回路素子として近似することが可能であると考えられる。 

 

 
 

(a) 
 

 
 

(b) 
 

図 2-25 送受ダイオードモジュールの放電特性を計算するための SPICE モデル：  

(a) 図 2-20 と同じ条件で計算を行うためのモデル（抵抗モデル）  

(b) 活性層における非線形の特性を取り入れて計算を行うためのモデル（ダイオードモデル） 
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また、図 2-15 で用いた交流理論における直並列回路の等価変換は、周波数ωを変数とする

インピーダンスが等しい回路であることから、すべての周波数に対して等価の関係が成り立

つ[18], [19]もので、トランジスタや FET に対して用いられる近似的な信号等価回路[20]と

は異なっている。さらに、単一周波数の交流信号に対してだけでなく、周波数帯域を持つパ

ルス信号に対しても、交流信号が積算（積分）されていると仮定することで、等価な関係は

維持されていると考えることができる。 

 以上の考察をもとに、図 2-24(b)の等価回路モデルを用いて、活性層部の回路素子の非線

形の影響を考慮した送受信切換動作時の放電特性を計算することにした。計算は、回路シミ

ュレータ LTspice を用いた過渡応答解析により行った。 

 SPICE 上で過渡応答の計算を行うための回路モデルを図 2-25 に示す。図 2-25(a)は、図 2-20

の等価回路モデルを用いたものであり、図 2-25(b)は、図 2-24(b)の等価回路モデルを用いた

ものである。どちらの場合も電圧源（V1）と等価回路の間に電圧制御スイッチを入れ、その

スイッチを電圧パルスで開閉して、負荷 RLに流れ込む放電電流特性を計算するようにした。 

 次に、計算に用いるダイオードのモデルについては、送受ダイオードと同じ材料系

（InP/InGaAsP<1.3 m 帯>）のダイオードモデルがライブラリの中になかったため、実際の

送受ダイオードの I-V 特性（図 2-6 参照）に近い特性になるようなダイオードモデルを作成

した。図 2-26 は、作成したダイオードモデルの電流-電圧（I-V）特性を示したものである。

モデルの作成にあたり、ダイオードの特性パラメータとして、キャリアの遷移時間(tt)、pn

接合におけるゼロバイアス時の接合容量（Cjo）、活性化電圧（Eg）、内部直列抵抗（Rs）、接

合ポテンシャル（Vj）の値をそれぞれ、2 ns、0.1 pF、0.95 V、1 Ω、0.95 V とし、放出係

数（N）の値を調整して、I-V 特性におけるしきい値電圧（立ち上がり電圧）が約 0.95V にな

るようにした（N= 1.35）。ここで、tt の値は、発振波長 1.3 m 帯の半導体レーザにおける

キャリアのライフタイムの一般的な値を用い、Cjo の値は、活性層とガイド層を合わせたノ
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図 2-26 非線形の影響を調べるために用いたダイオードモデルの I-V 特性 
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ンドープ層で形成される空乏層の幅を 0.35 m、活性層幅を 1.5 m、素子長を 200 m と仮

定して見積もった概算値を用いた。また、Eg と Vj は、いずれも、発振波長が 1.3 m となる

InGaAsP のバンドギャップ・エネルギーの値を用いた。上述のモデルを用いて計算した放電

電流特性の計算結果を図 2-27 に示す。図の「抵抗モデル」は、図 2-20 の等価回路モデルを

用いた場合の放電電流の計算結果を表しており、図 2-23 における送受ダイオードモジュール

の放電電流の解析結果とほぼ一致する結果（送受信切換時間：約 0.55 s）が得られた。ま

た、活性層で形成される空乏層がもたらす非線形性の影響を調べるために、図 2-24(b)の等

価回路モデルを用いて計算した結果を「ダイオードモデル」として図 2-27 に示した。ダイオ

ードモデルでは、放電開始が抵抗モデルの場合よりも若干遅くなることが確認できる。しか

し、0.05 s 以降、抵抗モデルとダイオードモデルの放電特性は全く同じ特性なることが確

認できた。送受信切換時間は、どちらの場合も約 0.55 s となった。また、どちらのモデル

においても放電開始までの時間は、外部負荷 RLの大きさに依存し、RLの値が小さくなると、

放電開始までの時間は短くなることが分かった。 

 以上の結果より、活性層における送受信切換時の非線形を考慮した場合、放電開始までの

時間に若干の遅れが生じるが、実際の送受ダイオードにおける送受信切換時間の短縮化を検

討する上での影響はないことが確かめられた。 
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図 2-27 活性層を表す回路素子に抵抗モデルを用いた場合と、図 2-26 の 

ダイオードモデルを用いた場合の放電電流特性の比較 
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2.7 まとめ 

 

 光送受信モジュールの抜本的な小型・低コスト化を図る方法として、従来の光送信用デバ

イスである半導体レーザと光受信用デバイスであるフォトダイオードの両方の機能を併せ持

つ送受信一体型デバイス（送受ダイオード）を考案し、その検討を行った。作製した送受ダ

イードにおいて、室温でのしきい値電流が 10 mA、光出力 30 mW 以上の送信素子（LD モード

時）としての高い特性と、同じく室温での受光感度の最大値が 0.42 A/W、偏波依存性が 0.5 dB

以下の受信素子（PD モード時）としての良好な基本特性が得られた。また、動特性において

も、LD モード時の小信号応答特性として 10 GHz 以上の広い 3 dB 変調帯域と、PD モード時の

小信号応答特性として約 2 GHz の 3 dB 受信帯域が得られることを確認した。さらに、2 個の

送受ダイオードモジュールを対向させて、片方を送信素子として、もう片方を受信素子とし

て用いることにより、光信号の伝送速度が 30 Mbit/s での符号誤り率特性の測定を行った。

参照用として測定した通常の受信素子として使用されている pin-PD モジュールとの比較に

おいて、過剰雑音のないほぼ同じ傾きを持つ直線状の特性が得られ、最小受信感度としても

-40 dBm 以下の高い感度を示すことを明らかにした。 

 一方、これまで高精度な評価が困難であった送受ダイオードの送受切換特性において、等

価回路解析とインピーダンスの周波数特性の実測を組み合わせた新しい評価方法を考案し、

従来型 pn 埋込構造の高速 LD モジュールに比べ、送受ダイオードでは切換時間が約 1/20（1 s

以下）にまで短くできることを明らかにした。これは、30 Mbit/s の信号を 500 bit 以上多

く受信することが可能となり、より高効率での一心双方向伝送を実現できる。 

 以上のように、本研究で考案・検討を行った送受ダイオードは、一心双方向伝送において、

光送受信モジュールの飛躍的な小型・低コスト化を実現し得る有望なデバイスである。また、

送受ダイオードを実現する上で極めて重要な送受信切換特性を評価する上でも、また、設計

する上でも、本研究で考案した等価回路解析とインピーダンス特性を融合した新しい設計・

評価方法は有効であることを示した。この方法は、送受信切換特性のみならず、光半導体デ

バイスの動特性を設計・評価・解析する上で広く適用することが可能であり、今後、幅広い

応用への展開が期待される。 
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 第３章 パッシブアライメント実装技術の適用に向けた 

電気クロストーク抑圧設計 

 

3.1 まえがき 

 

 光アクセスシステムを経済的に構築するためのネットワーク形態として、PON（Passive 

optical network）と呼ばれるアクセス網の構成が提案・検討された[1]。これは、通信事業

者のセントラルオフィース（加入者線収容局）とユーザ（加入者宅）の間に低コストな受動

（パッシブ）素子であるスプリッタを設置して、セントラルオフィース側の一本の光ファイ

バを複数の光ファイバに分岐（最大 32 分岐）してユーザ側に接続するネットワーク構成であ

る。セントラルオフィース内の伝送装置である光加入者線終端装置（Optical line terminal: 

OLT）を複数のユーザで共有できるため、経済的にネットワークを構築することができる。一

方、ユーザの宅内またはビル構内に設置される伝送装置は、光加入者線ネットワーク装置

（Optical network unit: ONU）と呼ばれ、先述の OLT と共に小型・低コスト・低消費電力で

あることが強く求められる。図 3-1 は、PON システムにおけるネットワーク構成と伝送方式

を模式的に示したものである。下り（OLT→ONU）方向の伝送には時分割多重（Time division 

multiplexing: TDM）技術が用いられ、複数のユーザに割り当てられた信号は時系列に配列さ

れて OLT から送出される。一方、上り（ONU→OLT）方向の伝送には、時分割多元接続（Time 

division multiple access）技術が用いられ、各ユーザから送出された信号は、それぞれの

信号データを送出するタイミングとデータ量を制御することによって、スプリッタで信号が

集約された後でも各信号データ同士が衝突することなく多重化されるようにしている。 

PON システムでは、当初、上り方向と下り方向の信号光の波長を同一（1.3 m）とし、前

章で述べたピンポン伝送と呼ばれる TCM（Time compression multiplexing）技術[2]を用い

た STM(Synchronous transfer mode)-PON 伝送方式の開発が進められたが、この方式では、上

り方向と下り方向の信号データが衝突しないようにするために、上り方向と下り方向の信号

を交互に時間を割り当てて送出する半二重通信の形態をとる必要があり、伝送効率が低くな

るという課題があった。そこで、上り方向の信号光と下り方向の信号光に異なる波長を割り

当てる波長分割多重（Wavelength division multiplexing: WDM）技術を適用し、１本の光フ

ァイバで、常時、上り方向と下り方向の信号を送受信できる全二重通信の形態を採用した

ATM(Asynchronous transfer mode)-PON 伝送方式が提案された[3]。この方式は、その後、国

際標準化機関の ITU-T において、G983.1 として規格化され[4]、NTT において 2002 年に

B(Broadband)-PON システムとして導入されている。この方式では、伝送効率が約 2倍に高め

られると共に、信号の伝送速度が STM-PON における 50 Mbit/s から 156 Mbit/s もしくは 622 

Mbit/s に高速化されているため、各ユーザに割り当てられるデータ通信量を大幅に向上させ

ることができる。 

 ATM-PON システムにおける ONU と OLT の中には、それぞれ、制御回路や電源回路が搭載さ
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れたボードと光ファイバとの間のインタフェースとして、光トランシーバが搭載されている。

図 3-2 は、それら光トランシーバの構成を模式的に示したものである。各光トランシーバは、

光送信モジュールと LD を駆動するためのドライバ IC、光受信モジュールとメインアンプ IC

等からなる受信回路、及び、1.3 m の信号光と 1.55 m の信号光を合分波するための WDM カ

プラで構成される。また、光送信モジュールは、レーザダイオード（LD）と光出力モニター

用のフォトダイオード（M-PD）、レンズ等から構成され、光受信モジュールは、光信号受信用

のフォトダイオード（R-PD）とプリアンプ IC、レンズ等で構成されている。 

一方、ATM-PON システムでは、OLT と ONU の間に最大 32 分岐のスプリッタが設置され、ま

た、各ユーザの家やビルとセントラルオフィースとの距離が 0～20km の範囲でまちまちであ

図 3-1 PON システムにおけるネットワーク構成と伝送方式 [5] 
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図 3-2 ATM-PON システム用光トランシーバの構成 [5] 
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ることから、光トランシーバに対しては、PON システム特有の課題として、以下の項目が重

要となる。 

 

① ONU、OLT 用光受信器に対して、スプリッタでの分岐損失と最長 20km の伝送時における伝

送損失を考慮した高い最小受信感度特性：-33 dBm 以下 (Class C の仕様[4]の場合) 

② OLT 用光受信器に対して、セントラルオフィースから各ユーザ宅/ビルまでの距離の違い

に対応して、光強度の大きく異なるパケット化された光データ信号（バースト信号）が

入力した場合でも瞬時に応答できる等化増幅特性 

③ 光トランシーバ内で、光送信部と光受信部が同時に動作するため、光送信部と光受信部

の間に発生する光及び電気のクロストーク（図 3-2 に点線の矢印で図示）の抑圧 

 

①、②については、3.3V 駆動の CMOS-IC 技術を用いたバースト信号対応のプリアンプ IC、AGC 

IC を開発することによって、最小受信感度が-34 dBm 以下の高感度な受信特性と、バースト

信号に対する瞬時応答特性を実現した[5], [6]。しかし、最小受信感度への要求が高くなれ

ばなるほど、③のクロスト－ク抑圧への要求は厳しくなる。特に、次節以降で述べる同一半

導体基板上に LD と PD を搭載したハイブリッド集積モジュールにおいては、 

 ・LD と PD が比較的近い距離に配置 

 ・LD と PD を、電磁波遮蔽のためのケースで覆うことが困難 

という制約のために、電気クロストークを抑圧できるモジュ－ル構造の設計手法を確立する

ことが重要な課題となった。そこで、本章では、この ATM-PON システム用の光トランシーバ

モジュールにおける電気クロストークを抑制するための設計・解析方法について検討した結

果を述べる。 

 

3.2  PLC ハイブリッド集積光送受信モジュールの構成と課題 

 

3.2.1 モジュールの構成 

 

 図 3-3 は、ATM-PON システムへの適用を目指して考案したハイブリッド集積光送受信モジ

ュールの構成を模式的に示したものである。ここで述べる「ハイブリッド集積」とは、半導

体プロセス工程の中で、同一のインジウムリン（InP）基板上に LD や PD、光合分波回路、光

導波路等を作り込む「モノリシック集積」と対比して用いる集積形態で、個別の半導体プロ

セス工程で作製された LD や PD、光合分波回路等の素子を、光導波路や電気配線が形成され

た基板上に搭載することによって集積する形態である。素子の搭載方法としては、一般にフ

リップチップ実装が用いられる。また、代表的な光素子搭載用基板として、シリコン基板上

に V 溝を形成して光ファイバを固定する V 溝シリコン基板、シリコン基板上に LSI と同じ微

細加工を施して光導波路を形成（シリコンフォトニクス技術）するシリコン光導波路基板、

シリコン基板上にポリマーを堆積させて光導波路を形成するポリマー光導波路基板、等が研

究開発されてきているが、本章では、シリコン基板上に石英ガラスを厚く堆積させて低損失



   

 55

で信頼性の高い光導波路を形成するプレーナ光波回路（Planar lightwave circuit：PLC）基

板を用いたハイブリッド集積光送受信モジュールの検討を行う。なお、上記の PLC 基板は、

ハイブリッド集積を行うためのベースとなることから、PLC プラットフォームと名付けるこ

ととした。 

 従来の光送受信モジュールにおいては、図 1-4 のように光送信モジュールと光受信モジュ

ールを別々のパッケージに実装されていたのに対し、図 3-3 の光送受信モジュールでは、光

送信素子である LD と光受信素子の PD が同じ基板（PLC プラットフォーム）上に実装されて

いるのが大きな特徴である。LD やモニター用 PD、受信 PD 等の光素子が搭載される部分は、

石英ガラスが取り除かれていて、基板上にはフリップチップ接合を行うための電極パターン

が形成されている。また、従来は、レンズを用いることにより LD や PD と光ファイバとの光

結合を行っていたのに対し、本モジュールでは、光導波路端面の直近に LD や受信 PD の端面

を近づけて搭載する、いわゆる突き合わせ結合（Butt coupling）を行うことにより、レンズ

を使用せずに高効率で光結合を行えるようにしている。さらには、送信光と受信光を合分波

するための誘電体多層膜で形成された WDM フィルタ[7]を挿入するためのスリットが、光導波

路の分岐部に形成されている。この PLC プラットフォームは、光素子搭載後、ベアチップの

プリアンプ IC が搭載されたセラミックパッケージに実装される。 

 上述の通り、図 3-3 のハイブリッド集積光送受信モジュールでは、従来の光送受信モジュ

ール（図 1-4 参照）に比べ、使用するパッケージやレンズの数を削減できるため、部品数削

減による低コスト化を見込むことができる。しかし、PLC プラットフォームに形成された光

導波路と LD、受信 PD とを突合せ結合により高効率に光結合させるようにするためには、最

適な位置に LD と受信 PD を搭載する必要がある。通常、光送受信モジュールの作製工程にお

いて、LD と光ファイバとが高効率に光結合できるようにするためには、LD に一定の電流を流

して発光させ、LD と結合させる側とは反対の端面から出力される光出力パワーをモニターし

ながら、モジュール内で光ファイバを固定する位置を三方向（水平方向、垂直方向、光軸方

図 3-3 ATM-PON システム用ハイブリッド集積光送受信モジュールの構成 [5] 
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向）に動かして最も高い効率で光が結合する位置を探索し、その位置に光ファイバを固定す

るようにしている。このように、光結合効率が高くなる位置を調整する作業は調心（アライ

メント）と呼ばれ、その際に LD を発光させることから、上記の工程はアクティブアライメン

トと呼ばれている。受信用 PD と光ファイバとの調心は、受信用 PD に一定のバイアス電圧を

印加し、光ファイバから一定パワーの光を入力させ、受信用 PD から出力される受光電流をモ

ニターすることにより行う。このアクティブアライメントは、歩留まりよく高い効率での光

結合を実現できる反面、１個のモジュールを組み立てるための実装時間が長くなり、低コス

ト化を図る上での障害の１つになっていた。 

 一方、図 3-3 のハイブリッド集積光送受信モジュールの場合、LD も受信 PD も PLC プラッ

トフォーム上への搭載が完了するまで通電することができないため、上述のアクティブアラ

イメントによる調心を行うことができない。そこで、予め光素子の搭載面と PLC プラットフ

ォーム上にマーク（アライメントマーク）を形成しておき、半導体を透視できる赤外線カメ

ラを使用して、それら２種類マーカの位置をモニターしながら両者が重なり合う位置を探索

し、その位置に素子を搭載するようにした。この方法は、LD や PD に通電をせずに調心する

ことから、パッシブアライメントと呼ばれている。図 3-4 は、パッシブアライメント技術を

用いて PLC プラットフォーム上に光素子を搭載する様子を模式的に示したものである[8]。パ

ッシブアライメントは、アクティブアライメントに比べ、１個のモジュールを組み立てるた

めに要する実装時間を短くすることができ、低コスト化に有利となる。 

 

 

図 3-4 パッシブアライメント技術を用いた実装のイメージ図 [8] 
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3.2.2 モジュールにおける課題 

 

 前節では、パッシブアライメント技術と PLC プラットフォームを用いたハイブリッド集積

光送受信モジュールが、部品数削減と組立・実装時間の短縮という２つの観点で低コストに

有利であることを述べたが、以下の課題を解決する必要がある。 

 

① パッシブアライメント技術を使って光素子を PLC プラットフォーム上に搭載する際に、

搭載装置の機械的な精度（1 m 程度）による位置ずれが生じる可能性があるため、それ

を補償するだけの光軸ズレに対する結合効率のトレランスを光素子側、もしくは、光導

波路側に持たせる必要がある。 

② LD と受信 PD が同一基板上に近接実装され、且つ、同じパッケージ内に実装されるため、

LD と受信 PD が同時に動作した場合に発生する電気クロストークを抑圧する必要がある。 

 

①の課題については、出射端面側にスポットサイズ変換導波路を集積したスポットサイズ

変換 LD（Spot-size converter integrated laser diode：SS-LD）[9],[10]と吸収領域の幅

をテーパ状に広げた導波路型 PD（Waveguide photodiode：WGPD）[9],[11]を用いることで解

決することができた。 

 ②の課題については、3.1 節でも述べた通り、ATM-PON システムのような全二重型の光伝送

方式に対応した光送受信モジュールにハイブリッド集積技術を適用する場合には避けられな

い重要な課題であり、その設計方法に関する検討結果を次節で説明する。 

 

 

 

 

(a)                    (b) 
 

図 3-5 (a) スポットサイズ変換 LD（SS-LD）[9],[10]と(b) 導波路型 PD（WGPD）の構

造の模式図 [9],[11] 
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3.3 電気クロストーク抑圧のための解析及び設計 

 

3.3.1 電気クロストーク許容レベルの見積もり 

 

 電気クロストーク抑圧のための設計を行う前提として、許容レベルを見積もっておく必要

がある。図 3-6 は、LD と受信 PD が同時動作を行う場合に許容される電気クロストーク量を

見積もるための解析モデルである。ドライバ IC から LD に送られる LD を駆動するための電気

信号（電圧で表示）のバイアス電圧を Vｂ、ピーク電圧を Vp、変調振幅電圧を VLDで表す。ま

た、受信 PD からプリアンプ IC に送られる電気信号（電流で表示）を IPDとして、プリアンプ

IC が本来有している雑音電流を In、電気クロストークとして受信 PD～プリアンプ IC 間の電

気配線に重畳される電圧を Vn-cxとした。プリアンプ IC はトランスインピーダンス型（入力さ

れた電流信号を電圧信号に増幅して出力）を使用することを想定し、Rf はその帰還抵抗、Rin

は入力インプーダンスを示している。 

本解析においては、LD の駆動電圧が空間を介して受信 PD から出力される電気信号に重畳

される現象を電気クロストークと定義し、受信回路において最も微弱な電気信号が伝えられ

る受信 PD の出力端からプリアンプ IC の入力端までの配線区間のみを考える。また、PD に重

畳されたクロストーク電圧は、プリアンプ IC に入力される信号成分に対してはすべて雑音と

して作用すると仮定した。 

 上記のパラメータの設定と仮定により、信号対雑音比（Signal-to-noise ratio：SNR）は

次式で表される。 

 

)( incxnnPD RVIISNR                                              (3-1) 

 

Driver 
IC IPD

VLD

LD

PD

Rin

Crosstalk Vn-cx

Preamp.

Rf

Vb

Vp

In

 
 

図 3-6 電気クロストークの解析モデル [5] 
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符合誤り率（Bit error rate：BER）特性における最小受信感度の理論値と SNR の関係から、 

BER= 10-10でエラーフリー動作（符号検出誤りが発生しない動作）を実現するためには、12.8

以上の SNR が必要であることが知られている[12]。そこで、式(3-1)を変形することにより、

次の関係式が導かれる。 

  innPDcxn RIIV  )8.121(                        (3-2) 

また、BER= 10-10でエラーフリー動作を実現するために LD と PD の間で許容される最大クロス

トーク電圧（CXmax）は、次式で表される 

  )(log20 10max LDcxn VVCX                            

       )(log20 10 bpcxn VVV                       (3-3) 

 図 3-7 は、式(3-2)と式（3-3）を用いて計算された許容最大クロスクトーク電圧と BER= 10-10

における受信感度（エラーフリー動作を実現するための平均受信光強度の最小値）との関係

を示したもので、LD の変調振幅電圧 VLD をパラメータ（0.5 V、0.7 V）として計算したもの

である。なお、発振遅れ時間の影響を考慮して、LD のバイアス電圧 Vbは 0.7 V と仮定した。

また、PD の受光感度とプリアンプ IC の入力インピーダンスは、それぞれ、0.8 A/W と 1.2 k

に設定している。さらに、プリアンプ IC の雑音電流 Inについては、プリアンプ IC の入力換

算雑音電流密度の値を Ieq、周波数応答帯域を fwとして、次式より求められる。 
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図 3-7 許容最大クロストーク電圧と BER= 10-10における受信感度の関係 [5] 
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   wf

eqn dfII
0

2
                              (3-4) 

ここで、Ieqと fwの値は、それぞれ 3 pA/Hz1/2、150 MHz と見積もって計算した。なお、ATM-PON

システムにおける光トランシーバの受信特性は、ITU-T の G983.1 で標準化されており、受信

感度に関してより厳しい class-C（伝送距離が長い場合）では、光トランシーバの入力部（光

送受信モジュールの入力部）において、-33 dBm 以下の平均受信光パワーでのエラーフリー

動作が実現できることが求められている[4]。しかし、光送受信モジュール内部でも、光ファ

イバと PLC の光導波路との接続部や WDM フィルタ挿入部で損失が生じるため、PD 端面におい

て必要な受信感度としては、さらに 2 dB 程度低く見積もる必要がある。従って、LD 動作時

に-35 dBm～-40 dBm の受信感度が得られるようにするためには、図 3-7 の結果より、電気ク

ロストークを-100 ｄB以下に抑圧できるように設計する必要があると見積もることができる。 

 

3.3.2 ３次元電磁界解析による電気クロストークの計算 

 

本節では、前節の解析結果から得られた電気クロストーク抑圧のための目標値-100 dB 以

下を実現するための PLC プラットフォーム、及び、電子回路基板のレイアウト設計指針を得

るための検討を行った結果について述べる。それぞれの設計を行う手段として、FDTD

（Finite-difference time-domain）法とラプラス方程式を連携させた独自開発の３次元電磁

界解析ツール[13]を用いることにした。 

図 3-8 は、PLC プラットフォーム上に搭載された LD と PD の間の電気クロストークを、３

次元電磁界解析ツールを用いて計算するための解析モデルを示したものである。図 3-8 のモ
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図 3-8 シリコン（Si）基板上に搭載された LD-PD 間の電気クロストーク解析モデル 

 



   

 61

デルでは、シリコン（Si）基板の底面は理想グランド上に取り付けられていると仮定してい

る。３次元電磁界解析の計算結果を図 3-9 に白丸（○）でプロットしている。計算に際し、

図 3-8 のモデルにおける LD と PD の代わりに 50Ωのチップ抵抗を PLC プラットフォーム上に

搭載したテストサンプルを作製し、ネットワーク・アナライザを使って電気クロストークの

実測も行った。図 3-9 に、実測結果を黒丸（●）でプロットしたところ、３次元電磁界解析

ツールで計算した結果（○）とよく一致することが分かり、計算結果の妥当性を検証するこ

とができた。また、この結果から、LD と PD の間の距離を 9 mm 以上離すことによって、電気

クロストークを設計目標である-100 dB 以下に抑圧できることが分かった。 

 次に、図 3-3 に示す光送受信モジュールを動作させるために用いる電子回路基板（光トラ

ンシーバボード）において、最も大きな電圧振幅を持つ電気信号が伝達される LD ドライバ

IC からモジュール内の LD に供給される電気信号配線と、それに最も近い位置に配置される

受信 PD へのバイアス電圧供給配線との間に生じる電気クロストークに着目して、先述の３次

元電磁界解析を行うことにした。図 3-10 は、３次元電磁界解析を行うためのモデルとその計

算結果を示したものである。解析に用いた電子回路基板は、ガラスエポキシを素材とした６

層からなる多層基板で、上から３層目を電源供給面とし、それ以外の層は、最上層を除きす

べてグランド面とすることで、グランドの強化を図った構造にした。ここでは、上記２本の

配線の位置は、光送受信モジュールのリードピンの位置で固定されてしまうため、図 3-8、

図 3-9 で行った解析のように、２本の配線の距離を離すことができない。そこで、電子回路

基板の送信部と受信部に多層化されて形成されるグランド面と電源供給面を分離するための

 

図 3-9 シリコン基板上に搭載された LD-PD 間の電気クロストークの計算結果 

と実測値との比較 [5] 
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分離帯を２本の配線の間に設置し、その分離帯の幅を変えることで、配線間に生じる電気ク

ロストークの低減を図った。計算の結果、分離帯の幅を 3 mm 以上にすることで、配線間に生

じる電気クロストークを-100 dB 以下に抑えられることが分かった。 

 

3.4 光送受信同時動作時の符号誤り率特性 

 

以上の解析と設計の結果をもとにして、PLC プラットフォームを用いたハイブリッド集積

光送受信モジュール（PLC ハイブリッド集積光送受信モジュールを略す）と、それを電子回

路基板に搭載した光トランシーバの作製を行った。図 3-11 に、作製した光トランシーバの構

成を、図 3-12 にその写真を示す。なお、メインアンプには、バースト信号の先頭から数ビッ

ト以内の短い時間で等化増幅を行うことが可能な AGC(Auto gain control)アンプ IC[6]を使

用している。 

この光トランシーバを用いて、実際に 156 Mbit/s で送受信同時動作を行った場合の符号誤

り率特性の評価結果を図 3-13 に示す。(a)は、光アクセスネットワークシステムの１つであ

る ATM-PON （asynchronous-transfer-mode passive optical network)システムにおいて加

入者宅に設置される ONU（optical network unit）用の光トランシーバを用いた評価結果で

あり、(b)は、セントラルオフィース側に設置される OLT（optical line termination）用の

光トランシーバを用いた評価結果である。いずれの場合においても、送受信同時動作（平均

光出力を+2 dBm に設定）を行った場合と、受信動作だけを行った場合の符号誤り率特性にお

ける受信感度の差（パワーペナルティ）は 0.3 ｄB 以下に抑えられていることが確認された。 
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図 3-10 光トランシーバボード上の電気クロストークの(a) 解析モデルと 

(b) 計算結果 [5] 
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評価で得られた諸特性の結果を表 3-1 にまとめた。これらの結果から、試作した光トラン

シーバにおいて、電気クロストークは十分に抑圧されていることを確認し、３次元電磁界解

析を用いた電気クロストーク抑圧のための設計手法の有効性を実証することができた。 

 

図 3-11 ATM-PON システム用光トランシーバの構成 [5] 

図 3-12 作製した光トランシーバと PLC ハイブリッド集積光送受信モジュール [5] 



   

 64

 

 

 

 

 

 

 

表 3-1 光トランシーバの諸特性 [5] 

伝送速度

平均出力光パワー

送信波長

受信感度

ダイナミックレンジ

ONU OLT

155.52 Mb/s

1301 nm 1542 nm

+2 dBm +2 dBm

-34.5 dBm -34.7 dBm

>28dB >28 dB *

送受同時動作時の
パワーペナルティ

(Continuous) (Burst *)

0.3 dB 0.1 dB

供給電圧 3.3 V

消費電力 600 mW 650 mW

*１チャンネルのバーストモード信号受信時.
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図 3-13 作製した(a) ONU 用と(b) OLT 用光トランシーバの符号誤り率特性 

評価結果 [5] 
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3.5 まとめ 

 

 ATM-PON システムへの適用を目指した小型・低コスト光送受信モジュールとして、PLC プラ

ットフォームとパッシブアライメントを用いたハイブリッド集積光送受信モジュールを考案

し、その作製方法や特性に関する検討を行った。このモジュールでは、同一基板上に近接実

装される LD と受信 PD が同時動作を行うことが要求されるため、個々の素子をケースで覆わ

ないハイブリッド集積モジュールの実現に向けて、LD から受信 PD への電気クロストークを

抑圧することが重要課題となった。特に、PON システムでは光伝送路が途中で 32 分岐される

ために、LD には大きな光出力が求められ、PD とプリアンプ IC から成る光受信部には非常に

微弱な光信号に対してもエラーフリーとなる受信動作が要求されるため、電気クロストーク

抑圧の必要性は極めて高くなる。 

 そこで、ATM-PON システムで要求される受信感度の-33 dBm を送受信同時動作時に実現する

ための設計目標として、電気クロストークを-100 dB 以下に抑圧する必要性があることを解

析により示した。 

 次に、３次元電磁界解析ツールを使って PLC プラットフォーム上に LD と受信 PD を搭載す

る際のレイアウト設計と、光トランシーバボードにおいて送信部と受信部の間に設けるグラ

ンド分離帯の設計を行い、LD と受信 PD については 9 mm 以上の距離を設け、分離帯幅につい

ては 3 mm 以上にすることで、電気クロストークを-100 dB 以下に抑圧できることを明らかに

した。 

 実際に、３次元電磁界解析による設計結果に基づいた PLC ハイブリッド集積光送受信モジ

ュールと 156 Mbit/s のバースト信号に対応した CMOS IC（LD ドライバ、AGC アンプ）を搭載

した光トランシーバを作製し、送受信同時動作時の符号誤り率の評価を行った。-34 dBm 以

下の受信感度特性が得られ、送受信同時動作による受信感度劣化（パワーペナルティ）を 0.3dB

以下に抑圧できていることを確認し、本研究で行った解析と設計の有効性を実証することが

できた。 

 今後、より高速な全２重方式の光伝送システムに適用するための光送受信モジュールや、

シリコンフォトニクスをベースとするハイブリッド集積技術、または、モノリシック集積技

術を用いたより小型の集積型光送受信モジュールにおいては、電気クロストークの影響がさ

らに深刻になると予想され、本研究で確立した解析・設計手法が貢献できるはずである。 
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第４章 プラスチックパッケージ技術の適用に向けた構造 

及び信号配線の設計 

 

4.1 まえがき 

 

近年のデータ通信需要の急激な増大により、光ネットワークの高速・大容量化が活発に進

められており、幹線系のみならず、LAN のバックボーンや MAN、WAN においても高速･広帯域

化の動きが加速している。これに対応して、10Gigabit Ethernet の標準化が IEEE の 802 委

員会で行われた[1]。こうした経済化が強く求められるネットワークでの高速･広帯域化を実

現するために、コンポーネントの低コスト化、特にこれまで比較的高価であった 10 Gbit/s

級の高速光送受信モジュールの低コスト化が不可欠になっている。 

 気密封止を要しないプラスチックパッケージ技術[2]、[3]は、モジュールコストの低減に

極めて有望である。この技術は、これまで主に Mini-DIL (Dual-In- Line) [2]モジュールと

して、1 Gbit/s 以下で動作する光送受信モジュールに広く適用されてきた。しかし、これら

のモジュールでは、金属製のリードフレームを通して信号の入出力を行っているために、そ

こでのインピーダンス不整合が問題となり、10 Gbit/s もしくはそれ以上の高速モジュール

でのプラスチックパッケージ化は困難であった。 

一方、光軸調芯を行わずに半導体レーザ(LD)やフォトダイオード(PD)等の光素子の実装を

行うパッシブアライメント実装技術もモジュールの組立コストの低減に有望であり、中でも

Si-V 溝基板をプラットフォームとしたパッシブアライメント技術[4]は低コスト化を必要と

する光送信モジュールや光受信モジュールに広く適用されている。しかし、これらのモジュ

ールでは、Si 基板とその上に搭載された光素子との間に寄生容量が発生し、これがモジュー

ルの高速化を図る上での大きな妨げとなっていた。 

そこで、本章では 10 Gbit/s 級高速光受信モジュールの低コスト化を目的として、これま

で高速モジュールへの適用が困難であったプラスチックパッケージ技術とパッシブアライメ

ント実装技術を適用するための検討を行うことにした。その結果、作製した光受信モジュー

ルにおいて 10 Gbit/s での良好な受信動作を実現できた。 

 

4.2 光受信モジュールの構成と高速化へのアプローチ 

 

4.2.1 光受信モジュールの構成 

 

図 4-１に、作製した光受信モジュールの構成の概略を示す。本モジュールでは、低コスト

化を図るために、以下の３つの手法を取り入れた。 

(1)  プラスチックパッケージ化 

(2) Ｖ溝基板上へのパッシブアライメント実装 
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(3)  Si プリアンプ IC の搭載 

これら手法、特に(1)、(2)に関しては、従来、1 Gbit/s 以下で動作する光送受信モジュー

ルのコスト低減のために適用されてきた技術であるが、そのままでは 10 Gbit/s 級の高速光

送受信モジュールへの適用は困難である。 

そこで、これら低コスト化に有望な技術を適用した光送受信モジュールで 10Gbit/s 級の高

速動作を実現するために行ったアプローチを以下に述べる。 

 まず、プラスチックパッケージ技術の高速モジュールへの適用を可能にするために、図 4-

１に示すように信号配線を含むすべてのリードを、これまで Mini-DIL 型パッケージで用いら

れていた金属製フレームを用いるのではなく、パッケージ上でのメッキ加工により形成する

こととした。この形状は、従来広く用いられてきたトランスファーモールド成形技術の代わ

りに、高周波線路等の複雑な回路パターンを低コストでパッケージ上に一括形成することが

可能な射出成形三次元回路（MID: Molded Interconnect Device）技術[5]を適用することに

より実現できる。このような新しいプラスチックパッケージ構造を用いることにより、多様

なパターンの信号配線をパッケージ上に形成することが可能となり、高速化ための配線設計

の自由度を大きくすることが可能となる。 

 また、簡易実装による高速モジュールを実現するために、広い結合トレランスと広帯域な

周波数特性を併せ持つ端面光入射屈折型フォトダイオード (RFPD: Refracting-facet 

photodiode)[6]をガラス製の V 溝基板上にパッシブアライメント技術を用いて搭載した。こ

れにより、RFPD-プリアンプ IC 間の寄生容量を抑圧し、RFPD の広帯域な周波数特性を十分に

発揮できるようにした。さらに、高速の Si バイポーラプロセスで作製したプリアンプ IC[7]
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図 4-1 プラスチックパッケージを用いた高速光受信モジュールの構成 [8] 
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を RFPD の直近にベアチップ実装することにより、高速・高感度化、及び低消費電力化を図っ

た。 

 

4.2.2 ガラスＶ溝とパッシブアライメント技術を用いた光受信サブモジュール 

 

図 4-2(a)は、従来の Si-V 溝基板上にパッシブアライメント技術を用いて導波路型フォト

ダイオード(WGPD: Waveguide photodiode) [9] を搭載した時の様子を示したものである。通

常、Si 基板は導電性を有しているため、Si 基板上に絶縁膜を形成し、その上に WGPD 搭載用

の電極パッドが蒸着されている。この場合、この薄い絶縁膜（厚さ：～1 m）を介して、WGPD、

及び WGPD からの信号出力線パターンと Si 基板との間に寄生容量が発生し、結果としてプリ

アンプ IC の入力容量を増大させるため、プリアンプ IC の周波数帯域を制限する要因となっ

ていた。 

そこで、Si 基板に比べ誘電率が低く、かつ絶縁性の高いガラス基板をプラットフォームと

して採用し、パッシブアライメント実装技術を適用することにした。この場合の RFPD 搭載時

の様子を図 4-2(b)に示す。ガラス基板（厚さ：～1 mm）は絶縁性が高いため、その上に絶縁

膜を形成する必要がなく、寄生容量は基板底面との間にしか発生しないため、Si 基板を用い

た場合（図 4-2(a)）に比べ寄生容量を 1/1000 以下に抑圧することが可能となる。また、V溝

もダイシング加工により形成できるために、Si-V 溝基板を用いる場合よりも少ないプロセス

工程で簡易に作製できる利点がある。 

 

 

�����

��	
���
�����

�WGPD�

����V���

��� �� !"#$%&'

�����

()���

�����

*+,V���

�RFPD�

 
(a)                    (b) 

 

図 4-2 (a) 従来の Si-V 溝基板を用いた場合と、(b) ガラス V溝基板を用いた場合のパッ

シブアライメント実装[8]の概観図 
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4.2.3 高速光モジュールに適用可能なプラスチックパッケージ 

 

表 4-1 は、代表的な３種類のプラスチックパッケージ技術の特徴を比較したものである。

電子部品に多く適用されているトランスファーモールド型は、金属製のリードフレーム上に

素子を搭載し、上下両側からプラスチック素材を流し込んで固めることにより作製される。

また、従来、低速の光モジュールに適用されてきたプラスチックケース型は、予めリードを

取り付けたプラスチックケースを作製しておき、その中に素子を搭載した後、樹脂をポッテ

ィングして封止する方法である。一方、MID（molded interconnect device）型は、リードフ

レームを使用せず、配線はすべてメッキによりケース上に一体形成されるのが特徴である。

表４-１ 代表的なプラスチックパッケージ技術の比較 

 

* Molded Interconnect Device の略

プラスチック
ケース型

トランスファー
モールド型

MID 型タイプ

断面
形状

特徴

*

電子部品では
非常に多く適用

封止用樹脂の
選択自由度大

ｹｰｽ形状、並びに、
回路ﾊﾟﾀｰﾝの

自由度大

リード
ﾒﾀﾙﾌﾚｰﾑを使用
（ｹｰｽ作製時）

ﾒﾀﾙﾌﾚｰﾑを使用
ﾒｯｷによりｹｰｽ
上に一体形成

ﾘｰﾄﾞ

封止用樹脂

ｹｰｽ ﾘｰﾄﾞ

素子 素子 素子

ﾘｰﾄﾞ ｹｰｽ

封止用樹脂

      

 

表４-２ プラスチックパッケージ材料の電気特性の比較 
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配線がケース上に形成されるため、そのパターンについては設計に自由度があり、また、プ

ラスチックケース型と同じく、ポッティングによる樹脂封止が行えるため、ポッティング剤

として透明な樹脂を選択することで、光の入出力を伴う光モジュールに適した封止が可能で

ある。 

 表 4-2 は、プラスチックパッケージに使用される３種類の材料における電気特性を比較し

たものである。従来、電子部品に対して広く使用されてきたエポキシ系の材料は、誘電正接

が他の材料よりも大きく、10 Gbit/s 級の高周波信号に対しては、信号を減衰させてしまう

可能性がある。一方、３種類の材料の中では誘電正接の最も小さなシリコーンは、他の材料

に比べ材質が柔らかいため、ポッティング剤として使用することはできるが、素子を搭載す

るためのケースとして使用するには向いていないと考えられる。一方。液晶ポリマーは、人

工衛星や車載用のレーダのアンテナや携帯電話用のカメラモジュール等にも適用されており、

耐久性にも優れていると考えられる。そこで、本研究では、材料として液晶ポリマーを使用

し、パッケージ形態としては MID 型を適用したプラスチックパッケージを作製・検討するこ

ととした。 

 

4.3 ３次元電磁界解析による高速電気信号配線の設計 

 

プラスチックパッケージではセラミックパッケージのように多層構造にできないため、信

号線の下にグランド面を設置することが困難である。図 4-3 に示すように、高速光モジュー

ルで通常用いられているマイクロストリップ線路やグランデッドコプレーナ線路の適用は難

しいため、ここでは、信号線の下にグランド面を必要としない単純なコプレーナ線路を採用

し、３次元電磁界解析技術[10]を用いて 10 GHz 以上の信号伝送帯域が得られるように設計を
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図 4-3 MID 型プラスチックパッケージにおける高周波信号配線設計上の課題 
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行った。 

図 4-4(a)は、解析に用いた信号線パターンのモデルである。ここでは、特性インピーダン

スが 50Ωになるように線路パターンの設計を行ったが、この場合、図 4-4(a)に示すようにラ

インとスペースの比が大きくなるため、プリアンプ IC との接続部（Port 1 側）では信号線

をテーパ状に狭くする必要が生じる。このことは、インピーダンスの不整合を生じさせるこ

とになるので、それによる周波数特性の劣化を最小限に抑圧することが設計上の課題となる。 

 解析を容易にするために、パッケージの誘電体損失は無視することにした。このモデルに

おいて、Port 1 は、プリアンプ IC から出力された電気信号の入力ポートであり、Port 2 は、

電子回路が実装されたボード上に信号を出力する出力ポートである。また、Port 2 側の信号

配線の特性インピーダンスは、50 Ωに設定した。一方、Port 1 側における特性インピーダ

ンスは、配線幅が細くなっているため、約 62 Ωと大きくなっている。 

 図 4-4(b)は、テーパ領域の長さ（Lt）をパラメータとし、３通りの長さ（0.5 mm、1 mm、2 

mm）に対して、Port 1 から Port 2 への電気信号の透過特性（S21）と Port 1 での反射特性（S11）

の計算結果を示したものである。S21 においては、いずれの場合においても 10 GHz までほぼ

平坦で 3 dB 帯域としても 20 GHz 以上の良好な特性が得られた。一方、S11においては、Lt= 1 

mm の時に反射が最も低くなり、16 GHz までの周波数域において-20 dB 以下に抑えられるこ

とが分かった。以上の結果から、テーパ領域の長さ Ltを 1 mm に設定することにした。 

 

4.4 受信特性評価結果 

 

図 4-5 に作製したモジュールの写真を示す。本モジュールのサイズは 21.0 x 8.2 x 2.5 mm3 
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図 4-4 3 次元電次界解析における(a)解析モデルと(b)解析結果 [8] 
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(約 0.4 cc)で、重さは 1.4 g であった。 

この光モジュールに-12 dBm の小信号変調光を入力した場合の周波数応答特性を図 4-6(a)

に示す。3 dB 受信帯域として 7.7 GHz が得られ、これは 10 Gbit/s の NRZ 信号を受信するの

に十分な特性である。10 Gbit/s の疑似ランダムデータ(223-1)で変調された波長 1.5 m の光

信号をモジュールに入力した場合の符号誤り率（BER: Bit error rate）特性を図 4-6(b)に、

また、-13 dBm の光信号を入力した時のモジュールからの出力波形を図 4-6(c)に示す。10 

Gbit/s の信号光に対する出力波形において、良好なアイパターンが確認された。また、BER

＝ 10-11での受信感度において、電源電圧変動（+5%、-5%）を含めて最小受信感度-14 dBm 以

下、ダイナミックレンジ約 14 dB のフロアのない良好な特性を得た。本モジュールの動作電

圧は 5 V 単一で、モジュール全体の消費電力は 485 mW であった。これは、従来の GaAs プリ

アンプ IC を用いた場合と比較して約半分に低減された値である。 

 

4.5 まとめ 

 

10 Gbit/s 級高速光受信モジュールの低コスト化を目的にプラスチックパッケージ技術と

パッシブアライメント実装技術を用いた 10 Gbit/s 光受信モジュールの検討を行った。パッ

ケージ材料としては、誘電体損失が小さく高周波特性に優れた液晶ポリマーを用いることと

し、パッケージ形態としては、電気信号の高周波特性を劣化させる要因となっていたリード

を使わず、信号配線パターンの設計自由度の大きい MID 型の適用を目指した構造を考案した。

さらに、３次元電磁界解析を用いた設計によりプラスチックパッケージ上での高速信号配線

を実現し、また、ガラス V 溝基板と端面光入射屈折型フォトダイオードを用いたパッシブア

図 4-5 光受信モジュールの写真 [8] 
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ライメント実装と Si バイポーラプリアンプ IC のベアチップ実装によりモジュールの高速受

信動作を可能にした。その結果、作製したモジュールおいて消費電力 485 mW、3 dB 受信帯域

7.7 GHz、10 Gbit/s での最小受信感度-14 dBm 以下の良好な受信特性を実現できることを明

らかにした。 

 本研究で検討したプラスチックパッケージは、光送受信モジュールとしてはこれまでにな

い新しい形態と材料、構成を用いたものであり、今後、ますます高まっていくと予想される

高速光送受信モジュールの低コスト化の要求に応えるための有力な技術として期待される。 
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第５章 DFB レーザの高反射耐性化のための設計指針の導出 

 

5.1 まえがき 

 

光ファイバ通信システムにおいて、ファイバの端面やファイバどうしの接続点などからの 

反射戻り光は、信号源である半導体レーザの発振状態を不安定にし、その結果、伝送品質の 

多大な劣化を招く。特に、図 5-1(a)に示す多モードで発振するファブリ・ペロレーザ(FP-LD)

では、戻り光の影響で 発振モード間のモードホッピングが生じ、それにより大きな強度雑

音が発生する。それに対し、図 5-1(b)に示す単一モードで発振する DFB レーザ(DFB-LD)では、

発振モード間のモードホッピングは生じにくいという点で強い反射戻り光耐力を備えている

[1]。しかし、その可干渉性（コヒーレンシィー）の高さから、スペクトル線幅が戻り光の影

響を強く受けることが報告されており[2]、戻り光量の増大にともないそのスペクトル線幅は

数十 GHz にまで増大することがある。この現象はコヒーレンスコラプスと呼ばれており[3]、

DFBレーザの強度雑音が著しく増大し、伝送品質の劣化を招く現象として研究されてきた [4]。

また、その発生メカニズムの解明に向けての報告もいくつかなされている[5],[6],[7]。この

ような反射戻り光により誘起される雑音の増大を抑制する手段としては、従来、大きく分け

て２つの方法が採られてきた。 

１つは、反射戻り光がレーザ共振器内部に結合するのを抑制する方法で、レーザ端面の反

射率を高くする [8],[9]、ファイバの入射端面を斜めに研磨する[10]、レーザとファイバの

(a)                (b) 
 

図 5-1 (a)FP-LD と(b)DFB-LD の発振スペクトルの比較 
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間に光アイソレータを挿入する（図 5-2 参照）、などが挙げられる。 

それに対し、もう１つの方法は、レーザ内部に戻り光が結合した時の影響をできるだけ小

さくすることであり、具体的には、高周波を重畳して戻り光と共振器内部の光との干渉性を

低減する[11], [12]、などの方法が挙げられ、主に CD プレーヤーや光ディスク用の短波長レ

ーザに用いられている。 

これらの戻り光誘起雑音の抑制方法の中でも、光アイソレータを用いることは非常に有効

な戻り光誘起雑音の低減方法であり、現在、ほとんどすべての DFB レーザを搭載した光モジ

ュールに光アイソレータが搭載されていて、光送信モジュールにおいて必要不可欠の部品と

なっているが、コストが高くなる、実装したときのモジュールサイズが大きくなる、モノリ

シックの集積ができない、などの深刻な問題があり、アイソレータフリー化は半導体レーザ

が実用化されて以降、現在に至る恒久的な研究テーマとなっている。特に、コスト面や実装

面での制約が大きい光アクセスネットワークやデータ通信ネットワークにおいて、これらの

点が重要な課題となっており、DFB レーザの高反射耐性化に向けた数多くの検討がなされて

きた[13]-[19]。また、シリコン基板上に光導波路を形成して、レーザやフォトダイオードを

集積するシリコンフォトニクス分野の研究開発が活発になってきているが、その場合でも、

光アイソレータをレーザ出射端面の直前に集積できないという点で課題を共有している。 

そこで、本章では、まず、DFB レーザを用いた場合の戻り光の影響を調べ、直接変調を行

った場合の戻り光による伝送特性劣化の主要因の明確化を図った。次に、光アイソレータを

用いない（アイソレータフリー）状態において、DFB レーザの反射戻り光耐性を向上させる

ための設計方法の検討を行い、アイソレータフリー状態でも安定な発振動作が見込める構造

の提案を行う。 

図 5-2 DFB-LD を搭載した光モジュールのアイソレータフリー化 
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5.2 DFB レーザの反射戻り光耐性評価方法 

 

5.2.1 相対雑音強度測定系の構成 

 

DFB レーザの反射戻り光耐性の評価に用いた相対雑音強度（Relative intensity noise: 

RIN）の測定系を図 5-3 に示す。系は、偏波補償装置、光ファイバカップラ、光アイソレータ、

フォトダイオード（PIN-PD）等で構成されており、これらは光ファイバを用いて接続されて

いる。この場合、光ファイバの接続点となるコネクタからの反射が問題となるが、アドバン

ス PC 型のコネクタ（反射減衰量: 40 dB 以上）を用いることで抑制した。また、入射側の光

ファイバは、テーパ型に加工された先球ファイバ（R= 10 m）が用いられ、表面には AR コー

ティングが施されているために、レーザへの近端反射は-40 dB 以下と見積られ、その影響は

十分に抑制されていると考えられる[20]。ファイバに入射した光の一部は、カプラで分離さ

れ、レンズでコリメートされてプリズムを通り、その後、ミラーで反射されてレーザへと戻

される。この戻り光は、再びカプラで分離され、一方は戻り光量をモニターするためにパワ

ーメータに送られ、もう一方は偏波補償装置（polarization controller）により偏波面がレ

ーザから放出された光と同じになるように調節された後、レーザへと戻される。カプラの残

った端子から出た光は、光アイソレータ（アイソレーション：60 dB 以上）を通り、フォト

ダイオードで電気信号に変換され、その信号は、アンプで増幅された後、スペクトラム・ア

ナライザに送られる。この系では、すべてが光ファイバで構成されているために、コネクタ

での反射の影響により測定できる戻り光量の範囲はレンズで構成された空間系のものよりも

狭くなる。実際には、レーザとファイバの間の結合効率によっても異なるが、例えば結合効

率が- 3.5 dB の場合には、この測定系で可能な戻り光量の範囲は- 47 dB～-16.5 dB（0.002％

～2.2％）となる。しかし、この系においては、実際の光ファイバ伝送システム上で生じうる

戻り光の影響を評価することができ、また、種々の伝送特性を同時に評価できるため、伝送

特性と対応させながらの戻り光誘起雑音の評価が可能となる利点を持っている。 

 

図 5-3 反射戻り光耐性評価系（相対雑音強度の測定系） [21] 
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5.2.2 相対雑音強度の導出方法 

 

相対雑音強度（RIN）は、レーザの光出力強度のゆらぎとレーザの平均光出力の比をスペク

トラム・アナライザの測定周波数帯域幅で規格化した値で定義され、次式で導出される。 

 

)(RIN 測定周波数帯域幅
（平均光出力）

（光出力のゆらぎ）
２

２

                 (5-1) 

 

ここで、平均光出力は、LD の出力光を光パワーメータに入れることで測定できる。また、光

出力のゆらぎの大きさは、LD の出力光を広帯域のフォトダイオードで受信し、フォトダイオ

ードから出力される電気信号をスペクトラム・アナライザに入れることで観測できる。 

 

5.3 DFB レーザにおける反射戻り光の影響 

 

5.3.1 戻り光量と相対雑音強度の関係 

 

 図 5-4(a)は、戻り光量（Optical feedback level） f をパラメータとし、スペクトラム・

アナライザを用いて 100 MHz 近傍で観測したノイズスペクトル（図 5-4(b)）におけるピーク

レベル（Npeak）とベースレベル（Nmin）から求めた相対雑音強度（Relative intensity noise: 

RIN）の変化の様子を模式的に示したものである[22]。ここで、戻り光量（f）を、レーザ端

面から出射される光の強度（Pout）とレーザ端面に戻ってくる光の強度（Pback）の比と定義し、

出射光と光ファイバの結合効率（）と外部ミラーのパワー反射率（R）を用いて以下のよう

に記述される。 
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図 5-4 (a) DFB レーザの RIN と戻り光量との関係の模式図[22]と(b)100 MHz 近傍で 

観測したノイズスペクトル [15] 
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上式において、f はパワーの比を表す無単位の値となるが、実験結果のプロットや本文中で

の説明においては、100 倍した値に「％」を付けて表すことにする。また、図 5-4(a)の中に

示した I～IV の記号は、Tkach によって分類された４つの形態における反射戻り光による影

響を示したものであり、各形態における発振スペクトルの幅と光出力、RIN の関係を表 5-1

に記載した[2]。 

 

5.3.2 相対雑音強度増大時の DFB レーザの発振状態の変化 

 

図 5-5 は、DFB レ－ザに対し、図 5-4 と同様の方法で測定した RIN の戻り光量依存性を示

したものである。用いた DFB レーザは、バルク構造の活性層を有し、共振器長は 300 m で、

出射端面に無反射（Anti-reflection：AR）コーティングを施している。図 5-4(b)のノイズ

スペクトルにおいて、ほぼ平坦に近い形状のベースレベルとは別に周期的なピークが出現し

ているが、このピークの間隔は、レーザ端面と外部の反射点との距離によって決まるもので

あり、外部共振器モードと呼ばれている。図 5-5 には、ノイズスペクトルにおけるベースレ

ベルの雑音強度（Nmin）とピークにおける雑音強度（Npeak）の両方を用いて計算された RIN の

値（RINmin、RINpeak）がプロットされている。この結果で特徴的な点は、ある戻り光量の値に

達するまでは RINminの値はほぼ一定になっているが、戻り光量がその値を越えると RINminの

値が急激に増大し始めることである。この RINminが急激に増大し始める戻り光量の値は、オ

ンセットと呼ばれている（図 5-5 の(b)）。戻り光量がオンセットを越えた直後では、RINpeak
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図 5-5 DFB レーザにおける RIN と戻り光量の関係を測定した結果の１例 [15] 
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は RINminに追従して増大しているが、やがて急激に減少することが分かる。 

この時、DFB レーザの発振状態にどのような変化が起こっているかを確かめるために、代

表的な３つのポイント<図 5-5 の(a）、(b)、(c)>におけるノイズスペクトルの形状と、DFB レ

ーザを NRZ（Non-return-zero）パルス信号で直接変調を行った場合の変調波形を比較した。

その結果を図 5-6 に示す。戻り光量が非常に小さな時（0.003%）は、DFB レーザの緩和振動

周波数近傍において、数本の外部共振器モードのピークが強められているが、変調波形の方

では、戻り光による変化はほとんど観測されていない。戻り光がほぼオンセットに到達した

時（0.02%）、ノイズスペクトルにおいては、緩和振動周波数の前後 2 GHz 程度の周波数範囲

において雑音強度が強められると共に、その 2 倍高調波付近の周波数域（13～15 GHz）にお

いても強度雑音の増加が観測されるようになる。この時、変調波形においては、一定間隔（緩

和振動周波数に相当）で発生するうねりが持続する現象（パルセーション）が発生している

ことが分かる。戻り光量がさらに増えオンセットを越えた時（0.05%）、ノイズスペクトルは

ほぼすべての周波数帯に渡って一様に増大する。その時、変調波形においては周期的なパル

セーションが乱れ、周期性のないランダムな揺らぎに遷移し始めていることが分かる。この

時、DFB レーザの発振スペクトルの幅も急激に増大（数 MHz→数十 GHz）することから、DFB レ

ーザはコヒーレンシーを失った状態（コヒーレンスコラプス）に移行していることが確認で

きた。図 5-5 で、戻り光量がオンセットを越えると RINpeakが急激に小さくなるのは、DFB レ

ーザの出力光におけるコヒーレンシーが失われていることで説明できる。 

 

5.4 高反射耐性化のための設計指針の導出  

 

前節での検討結果から、DFB レーザの発振状態は、オンセットとなる戻り光量を境に大き

く変化することが確かめられた。従って、オンセットとなる戻り光量を大きくすることがで

きれば、大きな戻り光がある状態でも DFB レーザはコヒーレンシーを保った安定な状態で動

作できると考えられる。そこで、本節では、オンセットとなる戻り光量の大きな DFB レーザ

 

表 5-1 各形態における発振スペクトルの幅と光出力、RIN の関係 [2] 
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を実現するための設計指針を明確にするための検討を行った。 

 まず、コヒーレンスコラプスが起こり始める戻り光量（オンセット）を決定付ける DFB レ

ーザの特性または構造を記述するパラメータを明確にするために、Favre によって導入され

た戻り光パラメータ X と戻り光結合係数 C を用いることした[23]。X および C は次式で定義

される[23],[24]。 

 

   2/121)/(  LCAX                            (5-3) 

  


i

th

er

Li
C 




)(
                            (5-4) 

    rcA g )/(                               (5-5) 

 

上式において、A は定数、Lは DFB レーザの共振器長、αは線幅増大係数、frは緩和振動周波

数、Δαth は発振しきい値利得の変化量、Δδは発振波長とブラッグ波長の差分（離調）の
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図 5-6 戻り光によるノイズスペクトルと変調波形の変化の１例 [15]  
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変化量、r は外部の反射点における電界の振幅反射係数、ωはレーザ光の周波数、τは戻り

光の遅延時間、cは光速、gは群屈折率である。X 及び C は、共に無次元のパラメータである。

ここで、戻り光パラメータ X の定義式(5-3)については、Favre の論文[23]で定義された式

(5-3)に対し、緩和振動周波数の項を分母に付加したパラメータを考え、本論文では、これを修正戻

り光パラメータ X’と定義して用いることにする[21]。これは、Lang と Kobayashi によって定義された FP

レーザに対する戻り光パラメータ（k）[24]が緩和振動周波数より大きくなった場合に、反射戻り

光によって誘起される半導体レーザの動作が不安定になることが実験的に知られていた[5]ことから、

緩和振動周波数が大きいほど戻り光の影響を受けにくい（反比例の関係）と仮定して、現象論的に

導入したものである。すなわち、 

 

  rfLCAX
2/121)/(                          (5-6) 

 

となり、X’の単位は、s（秒）である。 

また、式(5-4)で定義される戻り光結合係数 C は、図 5-7 に示すように、DFB レーザの共振器内部

で生成される電界と、反射戻り光の電界が共振器内部で結合する強さを表したものであり、C の大き

さは DFB レーザのしきい値利得と発振波長の変化量に比例すると仮定されている。C は、DFB レー

ザの構造パラメータであるL（回折格子と共振器内部電界との結合の強さを表すパラメータ）、出射

端面の反射率 Rf、後方端面の反射率 Rr、共振器長 L に依存している。Favre の論文では、Cを DFB

レーザの構造ごとに解析的に計算しているが、本研究では、F マトリクス法[25], [26]を用いた数

値計算により、戻り光がある場合とない場合のしきい値利得αthL と発振波長の離調δL を計算して

導出するようにした。この手法では、計算プログラム上で上述の構造パラメータを変化させるだけで、

様々な構造の C パラメータを計算できるという長所がある。 

図 5-8 は、式(5-4)～式(5-6)を用いて計算により求めた修正戻り光パラメータ X’と実測

によるコヒーレンスコラプスのオンセットとの関係を示したものである。この結果により、
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図 5-7 戻り光結合係数 Cの説明図 
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コヒーレンスコラプスのオンセットと X’との間に相関関係があることがわかり、式(5-6)の

妥当性が確かめられた。すなわち、コヒーレンスコラプスのオンセットを大きくするために

は、X’の値を小さくすればよいことになる。そこで、式(5-6)に含まれる DFB レーザの特性

パラメータを用いて、高反射耐性の DFB レーザを実現するための以下の４つの設計指針を得

ることができた。 

 

(1) 戻り光結合係数 Cの値を小さくする。 

(2) DFB LD の共振器長 L を長くする。 

(3) 線幅増大係数αを小さくする。 

(4) 緩和振動周波数 fr を大きくする。 

 

上記の設計指針をもとに、高反射耐性化を図った DFB レーザの作製を行った。素子は、出

射端面に誘電体膜をコーティングすることにより反射率を 10％程度まで低減した均一グレー

ティング構造で、共振器長 L を 1200 m と長くし、線幅増大係数αを小さくするために、活

性層には歪量子井戸構造（S-MQW）を用いた。この素子を用いて、光出力 5 mW 時の RIN の戻

り光量依存性を測定した結果を図 5-9 に示す。この素子の緩和振動周波数の測定値は 8.1 GHz

で、回折格子の結合係数（L）、線幅増大係数（）、戻り光結合係数（|C|）の平均値につい

ては、それぞれ、～1、2～3、～0.9 と見積もられた。図 5-9 の結果から、コヒーレンスコプ

スのオンセットは 2 ％まで高められていることを確認できた、これは、図 5-5 に示した従来

の素子の特性に比べ、2 桁（100 倍）反射戻り光に対する耐力を強められたことになる。 
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図 5-8 戻り光パラメータとコヒーレンスコラプスのオンセットとの相関関係 [21] 
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 以上の結果により、設計指針に則り、レーザの活性層や素子構造を工夫することで、反射

戻り光の影響を受けにくい高反射耐性 DFB レーザを実現できることを明らかにした。 

 

5.5 レート方程式によるコヒーレンスコラプスのオンセットの導出 

 

前節で述べたように、本研究では、当初、高反射耐性 DFB レーザの設計指針を得るために、

Favre によって定式化された戻り光パラメータ Xの式[20]と、Henry らによって指摘された戻

り光パラメータが緩和振動周波数より大きくなるとレーザの発振状態が不安定になるという

実験結果に基づく知見[5]を結びつけ、現象論的に戻り光パラメータ X の定義式に緩和振動周

波数の項を追加した修正式[式(5-6)]を指標とすることを提案した[21]。また、実際のコヒー

レンスコラプスのオンセットの測定値と緩和振動周波数の項を追加した修正戻り光パラメー

タ X’[式(5-6)を用いた計算値]との相関性を調べることにより、その妥当性を検証した。し

かし、これらの知見や式は、あくまで現象論として導いたものであり、緩和振動周波数とコ

ヒーレンスコラプスのオンセットとの関係については、解析的な手法を用いた確認も必要で

ある。 

そこで、本節では、その後、廣野らによって報告されたコヒーレンスコラプスのオンセッ

トに関する解析的な導出結果[27]を用いて、コヒーレンスコラプスのオンセットと緩和振動

周波数を始めとする各パラメータとの関係について考察する。 

廣野らは、Injection Locking Model[7],[28]を適用し、レーザの動作を表す電界の方程式

[24]とキャリア数に関するレート方程式から、次式に示すコヒーレンスコラプスのオンセッ

ト（コヒーレンスコラプスが起こり始める戻り光量）fc の理論式を解析的に導出した[27]。

 

 

図 5-9 高反射耐性化を図った DFB レーザにおける RIN の戻り光量依存の測定結果 
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なお、その解析的な導出過程については、付録 A.2 で説明を行う。 
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ここで、式中における各パラメータは、それぞれ 

 

： 線幅増大係数 

 Sp0： 戻り光がないときの共振器内のフォトン数 

 g'： 微分利得（利得のキャリア数に対する変化率） 

 L： レーザの共振器長 

 C： 戻り光結合係数 [式(5-4)を参照] 

 

を表している。また、式(5-2)で定義した戻り光量 fと同様、fcは無単位の値となるが、実験

結果のプロットや本文中での説明においては、100 倍した値に「％」を付けて表すことにす

る。 

式(5-7)では、コヒーレンスコラプスのオンセット fc は、線幅増大係数や、微分利得、共

振器長、戻り光結合係数に依存していることがわかるが、緩和振動周波数の項は含まれてい

ない。 

一方、緩和振動周波数 frは、一般に次式で表される。 
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ここで、thはしきい値利得、v0は活性層内での光の速度で、真空中の光速 c とは、v0= c/neq0 

(neq0：戻り光がないときの導波路の等価屈折率) の関係にある。また、式(5-8)を変形すると 
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となる。 

式(5-9)を式(5-7)に代入することにより、次式が得られる。 
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この式(5-10)を用いることにより、微分利得や共振器内のフォトン数の代わりに緩和振動周

波数としきい値利得の値を用いて、コヒーレンスコラプスのオンセットを計算により求める

ことができる。 

 次に、式(5-10)と、前節で設計指針を得るために用いた修正戻り光パラメータ X’の定義

式[式(5-6)]との関係を調べる。修正戻り光パラメータ X’の定義式[式(5-6)]は、 

 

  rfLCAX
2/121)/(                         (5-11) 

 

で表され、図 5-8 において、コヒーレンスコラプスのオンセット fcと X’が相関関係にある

として、両対数表示の図 5-8 の上に記載した相関直線（点線で表示）の式を 

 

  210110 )(log)(log BfBX c                          (5-12) 

 

で表すと、 

 

  1210 B
c

B fX                                 (5-13) 

 

の関係が成り立つことになる。ここで、B1、B2 は、定数である。図 5-8 において、点線の傾

きが約-0.5 になっていることから、式(5-13)は、 
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と表すことができ、、 
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の関係が導かれる。 

 

式(5-10)、式(5-15)を比較した結果、次数や式の形に違いはみられるが、どちらの式にお

いてもコヒーレントコラプスのオンセット（fc）は、緩和振動周波数（fr）が増加すると増加

し､線幅増大係数（α）が増加すると減少する関係になった。戻り光結合係数（C）、共振器長

(L)については、2つの式は同じ関係にあるため、実験結果から求めた現象論的な関係式(5-15)

と、Injection locking model を使って電界のレート方程式から解析的に導出した式(5-10)

は、各パラメータに対して同じ傾向を示す。よって、前節で現象論的に導入した式(5-6)をも

とに打ち立てた高反射耐性化の設計指針は妥当であると言える。 

 

5.6 まとめ 

 

光送信モジュールの抜本的な小型・低コスト化を図るために、DFB レーザのアイソレータ

フリー動作実現を目的として DFB レーザを用いた場合の反射戻り光の影響を調べ、直接変調

動作時において戻り光による伝送特性劣化の主要因の検討を行った。その結果、コヒーレン

スコラプスという現象が発生した時に、DFB レーザの変調波形が大きく劣化することを明ら

かにした。この結果から、コヒーレンスコラプスが起こり始める時の戻り光量（コヒーレン

スコラプス・オンセット）を大きくすることで、直接変調動作を行った場合の DFB レーザの

伝送特性劣化を防ぐことが可能となることを見出した。 

そこで、コヒーレンスコラプスの発生に関係する諸パラメータを統一して扱える設計指針

として、Favre によって提案された戻り光パラメータ X に注目し、さらに、実験的にコヒー

レンスコラプスの発生と因果関係があることが知られていた緩和振動周波数の項を付加した

変更式を導入した。この式を使って計算される修正戻り光パラメータ X’の値と、実際の DFB

レーザを使って測定したコヒーレンスコラプスのオンセットの値との関係を調べ、両者に相

関関係にがあることを確認した。これにより、本研究で考案した修正戻り光パラメータ X’

の式が設計指針として有効であることを確かめ、高反射耐性化のための４つの設計指針を導

出した。 

さらに、導出した設計指針に基づいて、高反射耐性化を図った DFB レーザを作製し、相対

雑音強度（RIN）の戻り光依存性を評価した結果、コヒーレンスコラプスのオンセットを 2％
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まで向上させることに成功し、設計指針の妥当性を実験的に検証することができた。 

また、Favre によって定義された本来の戻り光パラメータ Xの式に緩和振動周波数（fr）の

項を現象論的に追加した修正戻り光パラメータ X’の式について、廣野らによって解析的に

導出されたコヒーレンスコラプスのオンセットの理論式を用いて検証を行い、その妥当性を

確認した。 

導出された設計指針は、光アクセスネットワークやデータ通信ネットワークで使用されて

いる NRZ 信号での直接変調動作を行う DFB レーザに対して有効な手法であり、光送信モジュ

ールの小型・低コスト化に貢献することが期待される。 
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第６章 可飽和吸収体を用いた高反射耐性 

DFB レーザ構造の設計方法 

 

6.1 まえがき 

 

前章では、戻り光量と RIN の因果関係を明確にし、その結果から反射戻り光に対する耐性

を向上させるための DFB レーザの設計指針を導出した。また、実際にその設計指針に則り高

反射耐性化を図った DFB レーザを作製し、コヒーレンスコラプスのオンセットが 2％となる

高い反射戻り光耐力を有することを実証した。しかし、外部共振器モードに起因する RINpeak

については、DFB レーザが戻り光量の大きな状態でもコヒーレンシーを保持していることか

ら、図 5-5 に示す従来の DFB レーザよりも大きくなることが分かった。この場合、DFB レー

ザにおいては、コヒーレンスコラプスの発生は抑圧されているが、光出力パワーや発振波長

の変動が生じるため、位相雑音や周波数雑音は抑圧できていないという新たな課題が見出さ

れた。このことは、DFB レーザを変調せずに動作させる電界吸収型変調器集積光源（EA-DFB）

や波長可変 DFB レーザアレイ（Tunable DFB laser array: TLA）等のモノリシック集積素子

や第３章で述べたハイブリッド集積素子においては、DFB レーザが高いコヒーレンシーを保

持した状態で動作し、その上、DFB レーザの直前に光アイソレータを置くことができないた

め、反射戻り光の影響が深刻な問題となる。この課題を解決するためには、反射戻り光が DFB

レーザの共振器内の発振光と結合しないようにすることが必要となる[1], [2]。そこで、本

章では、前章で導出した設計指針の中で、反射戻り光とレーザ共振器内の発振光との結合の

強さを表す戻り光結合係数 C に注目し、C を小さくするための DFB レーザ構造について検討

することとした。 

 一方、上述の集積素子において、反射戻り光が DFB レーザ内部の発光領域に結合すること

を抑圧する方法として、可飽和吸収領域を出射端面側に設けることは有効な手段の１つであ

る。その理由は、次の通りである。DFB レーザは、出力光パワーが小さい時ほど反射戻り光

の影響を受けやすく、出力光パワーが大きくなるほど、反射戻り光の影響を受けにくくなる。

それに対し、可飽和吸収領域は、そこに入射する光のパワーが小さい時は大きな吸収係数を

示し、入射する光のパワーが大きくなるほど吸収係数が小さくなるという特質を有している。

従って、DFB レーザが反射戻り光の影響を受けやすい出力光パワーが小さい時ほど、戻り光

を抑圧する効果を大きくすることができる。 

 この可飽和吸収領域を持つ半導体レーザの解析・設計には、一般的にレート方程式[3], [4]

が用いられるが、その場合、レーザ共振器内部における光の強度分布がほぼ一様であると近

似できることが前提となる。しかし、DFB レーザは、活性層の上部もしくは下部に回折格子

を有するため、その一部を可飽和吸収領域にした場合、可飽和吸収による光の減衰と、回折

格子による反射が同時に起こる。その結果、内部での光の強度は不均一な分布を示すように

なり、そのままではレート方程式を適用できないという課題があった。 
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 そこで、本章では、分布ブラッグ反射型（Distributed Bragg reflector：DBR）レーザの発

振特性の解析に用いられてきた有効長、有効反射率、有効透過率の考え方[5]を導入し、可飽

和吸収領域を有する DFB レーザ構造を、それと等価な FP レーザ構造に置き換えることによっ

て、レート方程式解析の適用を可能にした。その結果、可飽和吸収領域の吸収係数を定量的

に見積れるようになり、その値を用いて F マトリクス解析[6],[7]を行うことで、可飽和吸収

領域の効果を取り込んだ形で戻り光結合係数 C の値を導出できるようにしたことを述べる。 

 

6.2 解析モデルとアプローチ 

 

6.2.1 解析モデル 

 

 図 6-1 は、本章で検討を行う DFB レーザの解析モデルを表したものである。レーザ共振器

内への反射戻り光の帰還を抑圧する手段として、前方（出射端面側）に可飽和吸収領域を設

けるようにした。本章では、以後、この領域を吸収領域と呼ぶことにする。また、可飽和吸

収領域による光出力特性の劣化を補償する手段として、後方に分布反射器（DBR：distributed 

Bragg reflector）を導入することとした。この領域については、以後、後方反射領域と記載

する。さらに、中央部の電流を注入してレーザ光を発振させる領域については、利得領域と

名付けた。各領域の上部には分離された電極が形成された多電極構造となっている。活性層

の組成は、３つの領域を通して同一組成の発振波長 1.3 m の InGaAsP とした。そして、後方

反射領域、利得領域、吸収領域の長さを、それぞれ、Lr、Lg、Laとし、それぞれの領域におけ

 
  

 

図 6-1 吸収領域と後方反射領域を有する DFB レーザ の C 係数と外部微分量子

効率を求めるための解析モデル。 

「F」は各領域における F マトリクスを表している。 
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る光のパワー利得係数または吸収係数を、Gr、Gg、Gaで表している。 

本章で検討する DFB レーザは、Si 基板や InP 基板上で光導波路と突合せ接合することを前

提に検討しているため、パッシブな光導波路との接合部（後方端面、前方端面）における反

射率はゼロと仮定している。また、DFB レーザの出射端面側に集積された光導波路の先端に

は AR コーティングが施されていると仮定し、そこでの残留反射率を 1%として、反射戻り光

による特性の変化を解析することとした。図の中で用いられている各パラメータについては、

後の 6.2.2 節～6.2.4 節において解析式の中に用いられるパラメータとして説明する。なお、

本素子は、小森らによって提案されている DR(Distributed-reflector)レーザ[8]と類似した

構造となっているが、後方反射領域と利得領域の活性層を同一組成とし、後方反射領域に電

流を注入して活性層を無損失化できるようにしている点で大きく異なっている。 

 

6.2.2 F マトリクス解析 

 

 図 6-1 において、各領域の長さは、利得領域の長さ（Lg）と吸収領域の長さ（La）を足し合

わせた値（Lg＋La= Lc）で規格化した値（r, g, a, p）を用い、回折格子の結合パラメー

タL は、一般によく使用されている代表的な値として 1.5 に設定した。また、吸収領域にお

ける吸収係数の値を定義するために、各領域の長さを規格化する際の基準となる長さLcを450 

m に設定した。 

図 6-1 の DFB レーザにおける C パラメータの導出には、前章と同様、F マトリクス解析

[6],[7]を用いることとした。F マトリクスは、レーザ共振器内をいくつかのセグメントに分

割し、各セグメントにおいて右方向に進む電界(Er)と左方向に進む電界(Es)の関係を表す式を

結合波理論から導出し、行列の要素として記述したもので、セグメントの並ぶ順序に従って

行列をかけ合わせていくことで、DFB レーザ全体の F マトリクスを求めることができる。こ

の解析手法は、図 6-1 のような複雑な構造の DFB レーザの発振特性を解析するのに有効であ

る。図 6.1 には、各領域の F マトリクスが F という記号で表記されていて、DFB レーザ全体

の Fマトリクスは、次式で表される。 
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上式で用いられた各パラメータは、以下の通りである。 

 

FGj： 利得領域における Fマトリクス 

FAk： 吸収領域における Fマトリクス 

FDh： 後方反射領域（DBR 領域）における F マトリクス 

Fp： λ/4 位相シフト部の Fマトリクス 

FRr： 後方端面の F マトリクス 

FRf： 前方（出射側）端面の F マトリクス 

FRex： パッシブ光導波路端面（外部反射点と仮定）の Fマトリクス 

Ωr： 後方端面における回折格子の位相 

Ωf： 前方端面における回折格子の位相 

Ωex： 前方端面における反射戻り光の位相 

Er： 前方（出射方向）に伝搬する光（前進波）の電界 

Es： 後方に伝搬する光（後進波）の電界 

β0： ブラッグ条件での伝搬定数（= mπ/Λ、m：ブラッグ回折の次数＜本解析では 1に設

定＞、Λ：回折格子の周期） 

β： 発振波長に対応した伝搬定数（= 2πneq/λ、neq：等価屈折率、λ：発振波長） 

δ： βのβ0からのズレ（離調）（= β-β0） 

ND： F マトリクス解析のために分割された領域（セグメント）の数 
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Δl： 分割された領域（セグメント）の長さ 

： 回折格子の結合係数（前進波が回折格子で散乱されて後進波となる割合を表す係数） 

g： 前進波、後進波の電界振幅に対する利得係数（g>0 の場合：増幅、ｇ<0 の場合：吸収） 

 

なお、回折格子の結合係数については、各領域におけるキャリア密度の違いによる変化[7]

は無視できるものと仮定し、すべての領域で同じ値（33.3 cm-1）とした。また、γは、ｇ、

δ、を用いて、以下の関係式で定義される。 

 

  
222 )(   ig                             (6-12) 

 

この解析において、後方反射領域を除いた DFB レーザの共振器は、10 個のセグメントに分割

されている。従って、各セグメントの長さΔｌ= Lc/10 となり、添え字の j と k は、j+k= 10

となる。式(6-3)と式(6-6)における利得係数ｇは、光の電界振幅利得係数を表し、これは、

パワー利得係数 Gの半分の値となる（g= G/2）。 

 

6.2.3 有効長、有効反射率、有効透過率を用いた等価モデルの導出 

 

出射端面 (Rf = 0 ）

電界分布 実際の分布反射器長 (L )

分布反射器全体
の反射率

⇒ 有効反射率 （Reff ）

損失：  int ⇒ 透過率 （Tf = 1 ）

 
(a) 
 

有効反射率 (Reff )有効長 (Leff )

有効透過率 (Teff )

光導波路の損失

int = 0
電界分布

 

(b) 
 

図 6-２ (a) 分布反射器の構造と (b) 有効長、有効反射率、有効透過率 

を用いた等価モデル 
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 図 6-2(a)は、両端面に無反射(AR)コーティングを施して端面反射率を 0とした分布反射器

（DBR）の構造の模式図であり、図 6-2(b)は、有効長（Leff）、有効反射率（Reff）、有効透過率

（Teff）の概念[5]を用いて、図 6-2(a)の構造と等価な FP 型共振器構造に置き換えた場合の解

析モデルを示す。図 6-2(a)の分布反射器構造では、導波路内部における吸収損失の値をαint

と仮定しているが、その効果は、図 6-2(a)の等価解析モデルでは、有効反射率、有効透過率

の値の中に取り込まれているために、光導波路における内部吸収損失の値は 0（無損失）と

仮定している。従って、等価解析モデル内での光導波路の電界分布は、共振器で一様な分布

で表される。また、長さ L の光導波路に入射した光が、反対側の端面で反射されて戻ってく

る時の位相遅れ(φ）は、伝搬定数をβとしてφ=2βL で表されることから、発振波長が回折

格子の周期で規定されるブラッグ波長からズレたことによる位相変化分は⊿φ=2⊿βL と表

される[9]。 

式(6-5)と式(6-6)を用いて、Reff、Teff、Leffは、以下の式で計算される。 
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図 6-3 光導波路の吸収係数 g をパラメータとした(a) 有効長と  

(b) 有効反射率の計算結果 
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図 6-3 (a)は、式(6-15)を用いて計算した、分布反射器の長さ(Lc で規格化した値：a、r)

とそれに対する有効長（Lc で規格化した値：eff-a、eff-r）の値を、光導波路における吸収係

数(g)をパラメータとしてプロットしたものである。また、図 6-3(b)は、式(6-13)を用いて

計算した分布反射器の規格化長（a、r）と有効反射率（Rf-eff、Rr-eff）の値を、導波路にお

ける吸収係数(g)をパラメータとしてプロットしたものである。 

 図 6-3 の結果において、有効長の値も有効反射率の値も分布反射器の長さに対して飽和す

る傾向を示しているが、これは、図 6-2(a)に示すように、回折格子による反射により、共振

器内の電界分布が指数関数的に減少するため、ある長さを越えると電界がほとんど存在しな

くなってしまうためである。また、それらの値は、共振器内の利得係数にも大きく依存し、

後方反射領域における有効反射率の値を大きくするためには、光導波路の吸収係数をできる

だけ小さくする必要があることが分かる。そこで、後方反射領域では、数 mA 程度の僅かな一

定電流を注入し続けることにより、活性層におけるパワー利得係数(Gr)を 0（無損失状態）に

保つようにする方法を提案した。 

 図 6-1 の解析モデルで表した DFB レーザ構造を、本節で説明した有効長、有効反射率、有

効透過率を適用して変換した等価モデルを図 6-4 に示す。図 6-1 のモデルでは後方反射領域

と吸収領域において電界分布が指数関数的に減少するため、共振器全体では不均一な電界分

布となっていたのに対し、図 6-4 のモデルでは、ほぼ平坦な電界分布が実現されており、レ

ート方程式の適用が可能であると判断した。 

 

6.2.4 レート方程式解析 

 

6.2.2 節で述べた F マトリクスを用いる上で、吸収領域における吸収係数の導出方法が課

題となった。吸収領域においては、活性層が材料として本来保有している内部吸収損失(αint)

と、素子中央の電流が注入される利得領域で発生したレーザ発振光が吸収領域で吸収される

 

 
図 6-4 レート方程式解析を行うための等価モデル 
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ことによって生成されるキャリア密度に依存する吸収損失(可飽和吸収：αa)の両方を吸収損

失として考慮する必要がある。そのためには、吸収領域において、レーザ発振光によって生

成されるキャリア密度を見積もることが必要になる。そこで、双安定半導体レーザの解析に

用いられてきた定常状態でのレート方程式解析[4]を用いることにした。また、レート方程式

を適用できる前提として、共振器内の光の電界強度分布がほぼ一様であると近似できるよう

にする必要があるため、利得を持たない吸収領域と後方反射領域においては、6.2.3 節で説

明した有効長、有効反射率、有効透過率の考え方を導入した等価モデルを用いた[5]。 

図 6-4 に示す等価解析モデルの各領域におけるキャリア密度と共振器全体で平均化された

光子密度との関係は、以下の定常状態のレート方程式[4]で表される。 
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上式における各パラメータについては、以下に示す。 

 

  Pr： 後方反射領域における注入キャリア密度の励起率（増加する割合） 

  Pg： 利得領域における注入キャリア密度の励起率（増加する割合） 

  n0： 活性層が透明状態（無損失）になる時のキャリア密度 

  neg： 利得領域におけるキャリア密度 

  nea： 吸収領域におけるキャリア密度 

  np： レーザ共振器内で平均化された光子密度 

B： 発光再結合係数 

  nr： 非発光再結合キャリア寿命 

  p： 光子寿命 

  Gg： 利得領域におけるパワー利得係数（G>0） 

  Ga： 吸収領域におけるパワー吸収係数（G<0） 

  vg： 共振器内における光の群速度 



   

 100

  sp： 自然放出光光結合係数（レーザ発振モードの光子数に含まれる自然放出光の割合） 

  g： 後方反射領域を除いた DFB レーザの共振器長 Lcで規格化した利得領域長（= Lg/Lc） 

  eff-a：後方反射領域を除いた DFB レーザの共振器長 Lcで規格化した吸収領域長（= La/Lc） 

  eff-r：後方反射領域を除いた DFB レーザの共振器長 Lcで規格化した後方反射領域長 

（= Lr/Lc） 

  

ここで、後方反射領域と利得領域における注入キャリア密度の励起率 Prと Pgについては、 

電気素量 qと各領域の体積（Vr、Vg）を用いて、次式で与えられる。 
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また、図 6-4 の等価解析モデルにおいて、レーザ共振器内で平均化された光子密度 npと、両

端から放出される光出力パワーSout、及び、前方端面から出力される光出力パワーSout-fは、式

(6-13)、式(6-14)を用いて、以下の式で表される。 
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図 6-5 レーザ共振器中の平均光子密度、及び、利得領域、吸収領域におけ

るキャリア密度の利得領域への注入キャリア密度励起率に対する依存性 

 



   

 101

  
 p

pagr
out

nVVVhc
S

2

)( 
                           (6-22) 

  out

feffreffrefffeff

feffreff

fout S
RTRT

RT
S 







                    （6-23） 

 

表 6-1 1.3 m 帯の埋込型半導体レーザのパラメータの値 [3] 

Parameter Symbol Value 

Carrier density in region i (i= r, g, a) nei － 

Photon density in the laser cavity np － 

Radiative recombination coefficient B 1.0×10-10 cm3/s 

Group velocity of light vg 7.5×109 cm/s 

Spontaneous emission coefficient sp 10-5 

Optical power gain/absorption coefficient per unit 

length in region i (i= r, g, a) 
Gi ·a (nei－n0)  cm-1 

Optical field amplitude gain/absorption coefficient 

per unit length in region i (i= r, g, a) 
gi Gi /2  cm-1 

Gain constant for optical power a 2.5×10-16 cm2 

Carrier density at transparency n0 1.0×10-18 cm-3 

Optical confinement factor  0.3 

Photon lifetime p 1/[vg(αm+αint))]  s 

Fabry-Perot mirror loss for optical power m (1/2L) ·ln[1/(RｒRｆ)] cm-1

Internal loss in laser cavity for optical power int 40 cm-1 

Laser cavity length excepting the rear DBR region Lc 4.5×10-2 cm 

Facet power reflectivities of laser cavity Rｒ, Rｆ － 

Non-radiative recombination lifetime in region i 

(i= r, g, a) 
nri 1/(Anr+C·nei2)  s 

Non-radiative recombination rate Anr 1.0×10-8 s-1 

Auger recombination coefficient C 3.0×10-29 cm6/s 

Width of active layer w 2.0×10-4 cm 

Thickness of active layer d 2.0×10-5 cm 

Lasing wavelength  1.3×10-4 cm 
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ここで、hはプランク定数で、cは真空中での光の速度を表す。式(6-16)～式(6-23)を用いた

計算を行うにあたり、各パラメータの値としては、発振波長が 1.3 m の InGaAsP を活性層と

する埋込型半導体レーザを想定して、表 6-1 に示す値[3]を用いることにした。 

 図 6-5 は、式(6-13)～(6-23)と表 6-1 のパラメータの値を用いて、利得領域に注入するキ

ャリア密度励起率(Pg)を 0 から 3×1027 cm-3/s まで増加させた場合の、レーザ共振器中の平均

光子密度、及び、利得領域、吸収領域におけるキャリア密度の変化を計算したものである。

この図では、吸収領域と後方反射領域の規格化長(a、r)が、それぞれ、0.3、1.0 の場合の

結果であり、発振しきい値付近で双安定特性が現れている。吸収領域でのキャリア密度 nea

は、発振しきい値を越えると次第に増加し、共振器内の光子密度 npが増加するにつれ、吸収

領域が透明状態(Ga= 0)に近づくという結果が得られた。本検討においては、DFB レーザの動

作条件として、前方端面からの光出力(Sout-f)が 5 mW になる場合を考えることにした。その場

合、式(6-22)と式(6-23)より、共振器内の平均光子密度(np)の値は、7.6×10-14 cm-3になるこ

とが求められる。さらに、図 6-5 の結果を用いることにより、その時の吸収領域におけるキ

ャリア密度(nea)の値が 7.0×1017 cm-3になること分かる。その後、前方端面からの光出力が 5 

mWとなる時の動作点付近において、利得係数は線形に近似できると仮定して、次式を用いて、

吸収領域における吸収係数を導出する。 

 

     2/2/)(2/ 0int  nn aGg inteaaaa               (6-24) 

 

以上の方法により、前方からの光出力が 5 mW になる時の吸収領域における吸収係数の値は、

-31.3 cm-1になると見積もることができる。 

 

6.2.5 戻り光結合係数と外部微分量子効率の計算 

 

 前章の(5-4)式で定義した戻り光結合係数 Cと、DFB レーザの高反射耐性化を図る上で重要

な特性パラメータである外部微分量子効率の計算方法について説明する。 

 前章で述べた通り、戻り光結合係数は、Favre によって導入されたレーザ共振器内の発振

光と外部で反射されて戻ってきた光の結合の大きさを示すパラメータ[10]であり、反射戻り

光が存在しない時のしきい値利得 gthと、発振波長と回折格子の周期で規定されるブラッグ波

長のズレに相当する伝搬定数δが、反射戻り光によって変化する量に依存するパラメータで

ある。従って、式(5-4)は、次式のように表すことができる。 
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ここで、gth0Lcとδ0Lcは、反射戻り光がない場合の規格化したしきい値利得と伝搬定数のズレ

を表し、gth1Lcとδ1Lcは、反射戻り光がある場合の規格化したしきい値利得と伝搬定数のズレ
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を表している。rは、外部ミラーの電界振幅に対する反射率で、τは、DFB レーザと外部ミラ

ーとの間をレーザ発振光が一往復するのに要する時間、ωは、DFB レーザの発振光の角周波

数、は、DFB レーザの前方端面における反射戻り光の位相を表している。本検討において、

Rexの値は 1%（r= Rex
1/2 = ）に固定した。また、gth0Lc、δ0Lc、gth1Lc、δ1Lcの値は、すべて、

式(6-1)～式(6-12)を用いた Fマトリクス解析により、数値計算された値として導出した。な

お、式(6-25)で算出される C 係数の値は、複素数のため、DFB レーザの高反射耐性化のため

の設計指標としては、その絶対値|C|を用いることとした。 

 一方、DFB レーザの両端面から出力される光出力パワーに対する外部微分量子効率(QE)は、

一般に、次式で表される。[3] 
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ここで、QEiは、内部微分量子効率、αmは、レーザ共振器の両端面の反射率と共振器長で規定

されるミラー損失係数（FP レーザの場合）、αint は、レーザ共振器内の光導波路（主に活性

層）における内部吸収損失係数、αthは、DFB レーザにおいて、内部吸収損失αintを 0（無損

失）と仮定した場合の光パワーに対する発振しきい値利得、gthは、内部吸収損失αintを含め

た DFB レーザの電界振幅に対するしきい値利得である。 

 本検討においては、吸収損失として、活性層全体で生じる内部吸収損失係数αint 以外に、

吸収領域において、可飽和吸収による吸収損失係数αa（光パワーに対する係数）が付加され

るため、式(6-25)をそのまま適用することができない。すなわち、αaは、活性層の一部分の

みに生じる吸収損失の係数であるため、DFB レーザ共振器内部の全吸収損失の値を、単純に、

αint+αaとして算出することができない。そこで、式(6-1)～式(6-12)を用いた Fマトリクス

解析において、式(6-16)～式(6-24)を用いたレート方程式から算出されるαaの値を用いて導

出した DFB レーザのしきい値利得 gth（αintとαaが含まれた値、電界振幅に対する係数）と、

αint= αa = 0 として Fマトリクス解析を行い、導出された DFB レーザのしきい値利得αth（α

intとαaが含まれない値、光パワーに対する係数）を用いて、次式により算出することにした。 

 

th

th
EiE g

QQ
2


                               (6-27) 

 

さらに、前方端面から出力される光出力パワーに対する外部微分量子効率を QEfとして、本検

討における DFB レーザの設計指標の１つとした。[11] 
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なお、上式において、内部量子効率の QEi値は、1と仮定した。 

 

6.3 解析結果 

 

 図 6-6 は、図 6-1 の DFB レーザ構造において、可飽和吸収領域の長さ（ηa）とλ/4 位相シ

フトの位置(ηp)を変えた時の、戻り光結合係数 C（以降、C 係数<|C|>と表記する）、しきい

値利得（gthL）、しきい値利得差（ΔgthL）、前方（出射）端面における外部微分量子効率（QEf ）

の計算結果を比較したものである。これらの計算において、後方反射領域の長さ（ηr）と回

折格子と共振器内の電界との結合パラメータ（Lc）は、それぞれ 1.0 と 1.5 に固定とした。

また、図 6-6(a)の C 係数（|C|mean）の計算結果は、回折格子の後方端面と前方（出射）端面

での位相、及び、反射戻り光の位相を、0、0.25π、0.5π、0.75π、π、1.25π、1.5π、1.75

π、2πの 8通りに変化させた場合の計 83 = 512 個の値の平均値である。一方、しきい値利得
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図 6-6 λ/4 位相シフトの位置(ηp )をパラメータとした(a)C 係数、(b)しきい

値利得、(c)しきい値利得差、(d)外部微分量子効率の平均値の可飽和吸収領域長

に対する依存性。点線と矢印の向きは、設計目標を表している。 
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（gthLmean）、しきい値利得差（ΔgthLmean）及び前方（出射）端面における外部微分量子効率

（QEf-mean ）に関する図 6-6(b)～(d)の計算結果は、反射戻り光が無い場合について、82 = 64

個の値を平均したものである。 

 図 6-6 の計算結果から、最適な DFB レーザ構造を選ぶために、それぞれの特性項目に対し

て、|C|mean < 0.2、gthLc-mean < 1.5、gthLc-mean > 1.0、QEf-mean > 0.11 のガイドラインを定義した。

これらは、C 係数と外部微分量子効率の間のトレードオフの関係を考慮しながら、安定な単

一モード発振が可能な条件として決めたものである。上記のガイドラインをすべて満足でき

るものとして、ηa= 0.3、ηp= 0.1 とηa= 0.4、ηp= 0.1 の 2 種類の構造を選出した。 

 次に、図 6-6 で選出した素子構造のうち、ηa= 0.3、ηp= 0.1 の構造に対して、後方反射

領域の長さ（ηr）を 0.5～2.0 の範囲で変えた場合の C 係数（|C|mean）と前方端面での外部微

分外部微分量子効率の平均値を算出した結果を図 6-7(a)に示す。この結果で注目すべきは、

図 6-6(a)と(d)において、トレードオフの関係にあった C 係数と外部微分量子効率が、後方

反射領域の長さを長くすることで、共に改善されていることである。すなわち、前方に設け

られた可飽和吸収領域における吸収の効果により C 係数を小さく抑えられると同時に、後方

反射領域を長くした効果により外部微分量子効率を大きくできる。これは、後方端面が無反

射条件を仮定しているため、共振器内でレーザ発振する光と反射戻り光が、共に後方端面で

の回折格子の位相の影響を受けることなく出射端面方向の光強度を強められることに起因し

ていると考えられる。図 6-7(b)は、図 6-6(a)で|C|meanの値が最も小さくなる構造（ηr= 2.0、

ηa= 0.3、ηp= 0.1）の素子において、回折格子の端面位相を変えた時の C 係数（|C|）の変

動幅を表した度数分布図である。比較のために、同じくモノリシック集積素子として従来か

らよく使用されている、両端面が AR コーティングされ、共振器の中央にλ/４位相シフトが

設けられた構造の素子についての計算結果も記載している。ここで、回折格子と共振器内の
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図 6-7 図 6-6 の結果から導出した最適構造の DFB レーザに関する(a)C 係数と

外部微分量子効率の後方反射領域長に対する依存性と(b)回折格子の端面位相

を変えた時の C係数の変動幅を表した度数分布（従来構造の素子との比較） 
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電界との結合パラメータ（Lc）と共振器長（Lc）は同じ値（Lc= 1.5、Lc= 1.0）にした。  

本研究で導出した最適構造の DFB レーザでは、|C|は最悪の場合でも 0.4 以下の狭い範囲に

抑えられているのに対し、従来構造の DFB レーザでは、1.2 から 2.0 の広い範囲で|C|の値が

ばらついていることが分かる。このことは、反射戻り光の位相が絶えず変動しているような

厳しい環境下においても、最適構造の DFB レーザでは、光出力強度や発振波長、発振光の位

相の変動を小さく抑えられることができると見込まれる。また、|C|の平均値は、最適構造の

素子では 0.173 となるのに対し、従来構造では 1.489 となり、最適構造を用いることで、従

来よりも約 9.3 dB 反射戻り光耐性が改善できることを確認した。 

 

6.4 まとめ 

 

 DFB レーザの光出力や発振波長を変動させる要因となっている反射戻り光による外部共振

器モードの抑圧が可能な素子構造の設計を目的として、F マトリクス解析と定常状態のレー

ト方程式を連携させた C 係数の導出方法を考案した。この設計手法により、出射端面側に可

飽和吸収領域を設けた DFB レーザ構造に対しても、C係数を定量的に算出できることを示し、

/4 位相シフトの位置や数を変えた構造、後方端面側に DBR 領域を設けた構造、さらには、

本章で述べたそれらを複合化させた構造の DFB レーザの構造を、系統的、且つ、定量的に設

計できることを明らかにした。 

 また、上記の設計手法を用いた計算により、回折格子の結合パラメータL が、一般に広く

用いられている 1.5 という値を維持しながら、C 係数の値を 0.173 という非常に小さな値に

できる構造を見い出すことができた。この 0.173 という C 係数の値を、従来構造の両端面が

AR コーティングされていて、素子中央部に/4 位相シフトがある DFB レーザで実現しようと

すると、回折格子の結合パラメータL の値を 3.8という非常に大きな値にする必要があるが、

この場合、共振器中央部に電界が局在化しすぎてしまい、空間的なホールバーニングの発生

によって、DFB レーザの発振が不安定になることが懸念される。 

 従って、今回、解析結果から見つけ出した構造の DFB レーザは、空間的なホールバーニン

グの発生の心配が少なく、且つ、外部量子効率の値も実用的な値が得られるという点で、非

常に有望な高反射耐性 DFB レーザであると考えられる。 
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第 7章 結論 

 

7.1 本研究成果のまとめ 

 

本研究では、様々な光アクセス／データ通信ネットワークにおいて求められる光送受信モ

ジュールの抜本的な小型・低コスト化の実現を目指し、モジュール構成や実装を簡易化する

方法を提案すると共に、それぞれの場合において技術課題を克服するための設計･解析方法の

検討を行った。具体的には、レンズや光素子等のモジュールの構成部品数を減らすこと、光

軸調心を行わない実装（パッシブアライメント実装）技術を適用すること、プラスチックに

よるパッケージ技術を高速なデバイスに適用すること、及び、光送信モジュールにおいて大

きなコスト要因となっている光アイソレータを取り除くこと、の４つを指針とした。 

第２章では、光送受信モジュールの抜本的な小型・低コスト化を図る方法として、従来の

光送信用デバイスである半導体レーザと光受信用デバイスであるフォトダイオードの両方の

機能を併せ持つ送受信一体型デバイス（送受ダイオード）の検討を行った。これまで高精度

な評価が困難であった送受ダイオードの送受信切換特性において、等価回路解析とインピー

ダンスの周波数特性の実測を組み合わせた新しい評価方法を考案し、従来型 pn 埋込構造の高

速 LD モジュールに比べ、送受ダイオードでは切換時間を約 1/20（1 s 以下）にまで短くで

きることを明らかにした。これは、30 Mbit/s の信号を 500 bit 以上多く受信することが可

能となり、より高効率での一心双方向伝送を実現できることを示すことができた。また、過

渡応答時の活性層における非線形を考慮した場合の考察を行い、切換後 50 ns 程度までは放

電特性に遅れが生じるが、その後は従来の等価回路モデルを用いた場合と同じ特性になるこ

とを確認した。 

第３章では、ATM-PON システムへの適用を目指した小型・低コスト光送受信モジュールと

して、PLC プラットフォームとパッシブアライメントを用いたハイブリッド集積光送受信モ

ジュールを考案し、その作製方法や特性に関する検討を行った。ここでは、LD から受信 PD

への電気クロストークを抑圧することが重要課題となった。まず、-40 dBm の受信感度を送

受信同時動作時に実現するための設計目標として、電気クロストークを-100 dB 以下に抑圧

する必要があることを導出した。次に、３次元電磁界解析ツールを使って、PLC プラットフ

ォームのレイアウト設計と光トランシーバボードにおけるグランド分離帯幅の設計を行い、

LD と受信 PD の間に 9 mm 以上の距離を設け、分離帯幅については 3 mm 以上にすることで、

電気クロストークを-100 dB 以下に抑圧できることを明確にした。実際に、設計結果に基づ

いたPLCハイブリッド集積光送受信モジュールと156 Mbit/sのバースト信号に対応したCMOS 

IC（LD ドライバ、AGC アンプ）を搭載した光トランシーバを作製し、送受信同時動作時にお

いて-34 dBm 以下の受信感度特性が得られ、送受信同時動作による受信感度劣化（パワーペ

ナルティ）を 0.3 dB 以下に抑圧できていることを実証した。 

 第４章では、10 Gbit/s 級高速光受信モジュールの低コスト化を目的にプラスチックパッ
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ケージ技術とパッシブアライメント実装技術を用いた 10 Gbit/s 光受信モジュールの検討を

行った。３次元電磁界解析を用いてプラスチックパッケージ上のテーパ状の高速信号配線を

実現し、また、ガラス V 溝基板と端面光入射屈折型フォトダイオードを用いたパッシブアラ

イメント実装と Si バイポーラプリアンプ IC のベアチップ実装により高速受信動作を可能に

した。その結果、作製したモジュールおいて消費電力 485 mW、3 dB 受信帯域 7.7 GHz、10 Gbit/s

での最小受信感度-14 dBm 以下の良好な受信特性が得られることを実証した。 

 第５章では、光送信モジュールの抜本的な小型・低コスト化を図るために、DFB レーザの

アイソレータフリー動作実現を目的として反射戻り光の影響を調べ、直接変調動作時におけ

る戻り光による伝送特性劣化要因がコヒーレンスコラプスであることを明らかにした。続い

て、コヒーレンスコラプスの発生に関係する諸パラメータを統一して扱える指標として、

Favre によって提案された戻り光パラメータ X に、現象論的に緩和振動周波数の項を付加し

た変更式を考案し、修正戻り光パラメータ X’と定義した。この X’の値と、実際の DFB レー

ザを用いて測定したコヒーレンスコラプスのオンセットの値との間に相関関係にがあること

を確認した。これにより、本研究で考案した修正戻り光パラメータ X’の定義式をもとに、

高反射耐性化のための４つの設計指針を導出した。また、設計指針に基づいて、高反射耐性

化を図った DFB レーザを作製し、コヒーレンスコラプスのオンセットを 2 ％まで向上できる

ことを実証した。さらに、現象論的に導出した修正戻り光パラメータ X’の妥当性を検証す

るために、その後、廣野らによって解析的に導出されたコヒーレンスコラプスのオンセット

の理論式を用いた考察を行い、修正戻り光パラメータ X’の式は、線幅増大係数αが１より

も大きく、緩和振動周波数 frがダンピング周波数よりも小さい場合には妥当であることを確

認した。 

 第６章では、DFB レーザの光出力や発振波長を不安定化させる要因となっていた外部共振

器モードの影響を抑圧できる素子構造の設計を目的として、F マトリクス解析と定常状態の

レート方程式を連携させた C 係数の導出方法を考案した。この設計手法により、出射端面側

に可飽和吸収領域を設けた DFB レーザ構造に対しても、C 係数を定量的に算出できることを

示し、λ/4 位相シフトの位置を変えた構造、後方端面側に DBR 領域を設けた構造、さらには、

本章で述べたそれらを複合化させた構造の DFB レーザの構造を、系統的、且つ、定量的に設

計できることを明らかにした。さらに、上記の設計手法を用いた計算により、回折格子の結

合パラメータL が、空間的ホールバーニングの影響を受けにくい 1.5 という値を維持しなが

ら、C係数の値を 0.173 という非常に小さな値にできる構造を見い出した。 

本研究で導き出された設計及び解析手法は、本論文の中で適用対象とした光アクセス／デ

ータ通信ネットワーク用の光送受信モジュールに限定されたものではなく、今後、ますます

高速・大容量化されていく光ネットークにおいて必要とされる様々な種類の光デバイスや光

モジュールの設計に適用できるものであり、今後の光通信システムの発展に寄与できると確

信している。 
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7.2 研究成果の展開 

 

本研究は、研究開始より約 25 年が経過しているため、技術的、経済的動向に伴い研究開始

当初に設定した目標から異なった技術が実用化された物もある。そこで、表 7-1 でまとめた

4 項目について本研究の成果に関連する現状の実用化技術の動向と、本研究で得られた成果

の今後の展開についての説明を行う。 

第２章で述べた送受ダイオードについては、光アクセスネットワークシステムやデータ通

信ネットワークシステムにおいて、いずれも全二重通信方式が導入されたため、半二重通信

（ピンポン伝送）を前提にした本デバイスは導入に至っていない。今後の展開の可能性とし

ては、小型・低コスト化への要求が非常に厳しい短距離のイーサネット等に適用される可能

性があると考えられる。 

 また、等価回路モデルを用いて回路パラメータの抽出を行い、回路の応答として素子の動

特性を解析する手法は、通信方式とは無関係に、光送受信モジュールの動特性の評価・設計

手法として用いられていくはずである。なぜなら、実際の変調波形における遅い時定数をも

った放電電流の動作を観測により評価するのは難しいが、回路パラメータの抽出作業は、比

較的簡単に行えるからである。 

 第３章で述べた PLC ハイブリッド集積光送受信モジュールは、光軸調心を行わないパッ  

シブ・アライメント実装を適用することで、低コスト化技術として有望であるが、本モジュ

ールの製造を行うためには、製造メーカにおいて新たな製造設備の投資が必要となる。その

ため、実際には既存設備を使って製造ができる TO-CAN を用いた光送受信モジュールがアクセ

スネットワークシステムやデータ通信ネットワークシステムにおいて導入されることとなっ

 

表 7-1 本研究の成果の現状と今後の可能性 
 

本研究の成果
（モジュール/デバイス）

現状（未導入の理由」） 今後の可能性

①
送受信一体型デバイス
（送受ダイオード）

・高速・大容量化に有利な全
二重光通信方式が導入（送

受信同時動作が必要）

･小型・低コスト化の要求が
厳しい短距離イーサネット等
に適用される可能性あり

②
PLCハイブリッド集積光
送受信モジュール

･既存設備で製造可能なTO-
CANパッケージを用いたモ
ジュール形態が普及

・100G/400Gイーサ用多チャ
ンネル光送受信モジュール
等に適用される可能性あり

③
プラスチックパッケージを
用いた高速（10 Gbit/s
級）光受信モジュール

･差動駆動方式の採用により
既存設備で製造可能なTO-
CANパッケージでの10G動作
が可能になった。

･100G/400Gイーサ用の高
速光送受信モジュールの低
コスト化のために適用される
可能性あり。

④
アイソレータフリー化が
可能なDFBレーザ

･光アイソレータが低コスト化
（20年で約 1/100)

･今後、高密度実装化が進
み集積素子の普及により導
入される可能性有
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た。 

 一方、第３章で検討した電気クロストーク抑圧のための設計・解析手法は、本研究で検討

した同一基板上における送受信同時動作時の電気クロストークに対してだけではなく、今後

普及が進むと予想される 100G イーサや 400G イーサにおいて用いられる小型・高密度多チャ

ンネル光送信器や多チャンネル光受信器においても重要な課題となり、現在、電気クロスト

ークを抑圧するためのモジュールの設計手法として、３次元電磁界解析ツールが広く使われ

ている。 

 第４章で述べた 10 Gbit/s プラスチックパッケージ光受信モジュール（プラスチックパッ

ケージ技術の適用による高速光送受信モジュールの抜本的な低コスト化）においても、10G

級の高速光送受信モジュールを含め、多くのシステムで TO-CAN パッケージを用いた光送受信

モジュールが導入され、本研究の成果は導入には至っていない。それは、差動駆動方式の採

用により、既存設備で製造可能な TO-CAN パッケージで 10 Gbit/s の動作が可能になったこと

が大きな要因になっていると考えられる。 

 しかし、本研究で考案した液晶ポリマーを用いた MID 型パッケージについては、その優れ

た高周波特性と軽量であること、そして形を自由に設計できるといった長所を活かし、PLC

ハイブリッド集積技術やシリコンフォトニクスをベースとした小型・高密度多チャンネル光

送受信モジュール用のパッケージとして導入される可能性がある。 

第５章で述べた光送信モジュールのアイソレータフリー化については、光アイソレータの

価格が 20 年間で約 1/100 になったこともあり、FP レーザを搭載した比較的低速で短距離用

の光送信モジュールには光アイソレータが用いられていないものもあるが、反射戻り光に敏

感な DFB レーザを光源とする高速の光送信モジュールには、採用されている例は見られない。 

しかし、現在、データセンタ内での導入を目指しているシリコンフォトニクスやモノリシ

ック集積技術を用いた超小型の集積光デバイスにおいては、集積可能な半導体光アイソレー

タが、まだ、実用化されていないため、DFB レーザの光出力側に光アイソレータを置くこと

ができない。従って、６章で述べたデバイス構造やその設計・解析手法が活用される可能性

があると考えられる。 

さらに、２章で述べた送受ダイオードの発展形態の１つとしては、同じ構造の素子を送信

用、または、受信用の素子として第３章で述べたハイブリッド集積光送受信モジュールに搭

載できるようにすることも考えられる。すなわち、半導体レーザとフォトダイオードという

２種類の光素子を別々に作製しなくてもよくなるため、ハイブリッド集積光送受信モジュー

ルのさらなる低コスト化が可能となる。また、第４章で述べた高速動作に適したプラスチッ

クパッケージを、２章、３章、５章、６章で述べた光送受信モジュールのパッケージとして

適用することで、一層の小型・低コスト化だけでなく、軽量化も図ることができ、人工衛星

や航空機等への搭載を含め、新たな分野での利用を促進できる可能性がある。 

以上、本研究で導き出された設計及び解析手法は、本論文の中で適用対象とした光アクセ

ス／データ通信ネットワーク用の光送受信モジュールに限定されたものではなく、今後、ま

すます高速・大容量化されていく光ネットークやそれ以外の利用分野において必要とされる
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様々な種類の光デバイスや光モジュールの設計に適用できるものであり、今後の光通信シス

テムの発展に寄与できると確信している。 
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付 録 

 

A.1 過渡応答解析による放電電流の導出 

 

図 2-20 において、Voは、送受ダイオードが送信動作時（送受信切換開始直前迄）にバイア

スされていた電圧を表す。また、Ip、Isは、それぞれ送受信切換後、容量成分 Cp、Csから放電

される電流を表し、Idsは、負荷抵抗 RLに流れ込む放電電流を表している。 

 ここで、送受信切換後、送受ダイオードのバイアス電圧が V0からオープン（開放端）に切 

り換わるとすると、送受信切換後の過渡現象を記述する以下の回路方程式が得られる。 
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式(A1-1)、(A1-2)の両辺を tで微分することにより、 
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さらに、式(A1-4)と式(A1-5)の両辺を加えて、 
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式(A1-3)、(A1-7)より、 
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式(A1-8)を式(A1-5)に代入することにより、 
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式(A1-9)の両辺に Csをかけて、次式が得られる。 
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ここで、 xt
ds AeI  とおき、式(A1-9)に代入すると、 

 

  0)(2  xtxt
sLpLss

xt
spLs AexAeCRCRCRAexCCRR         (A1-11) 

 

式(A1-11)の両辺を
xtAe で割ることにより、次の特性方程式が得られる。 
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式(A1-12)を x について解くと、 
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で表される２つの解が得られる。そこで、 
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と表すと（ 21   ）、 
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が得られる。 

 次に、式(A1-14)における A1、A2を求めるために、以下の初期条件を考える。 

 

(a) 放電が始まる直前(送信動作が終了する直前)、すなわち、ｔ= -0 においては、図 2-17

の等価回路には電圧V0が印加されていて、容量Cp、Cｓは十分に充電されているとする。

この時に、容量 Cp、Csに充電された電荷量を qp、qsとすると、 

 

0VCq pp                               (A1-17) 

 0s VCq s                               (A1-18) 

 

   となる。 

(b) 放電開始後、等価回路は無バイアス状態（開放端）になると仮定し、t＝0から t＝∞

までに負荷抵抗 RLに流れる電流 Idは、容量 Cp、Csに充電された電荷量 pq 、 sq の放電

のみにより生じるものとする。従って、 
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  と表される。 

(c) 開始直後における負荷抵抗 RLの両端の電圧は V0である。 

 

上記(a)～(c)の初期条件により、 
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また、式(A1-14)、式(A1-17)、式(A1-18)、式(A1-19)より、 
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一方、式(A1-20)より、 
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式(A1-22)を式(A1-21)に代入して、 
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さらに、式(A1-25)を式(A1-22)に代入して、 
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以上の結果をまとめると、送受ダイオードの送受信切換時の放電電流は、式(A1-14)、式

(A1-15)、式(A1-16)、式(A1-25)、式(A1-26)を用いて、以下のように表される。 

 



   

 126

  21
21


tt

ds eAeAI


                          (A1-27) 

  

spLssLpLsssLpLss

spLs

CCRRCRCRCRCRCRCR

CCRR

4)(

2

2
1


     (A1-28) 

  

spLssLpLsssLpLss

spLs

CCRRCRCRCRCRCRCR

CCRR

4)(

2

2
2


     (A1-29) 

  
12

0
20

1

)(










VCC
R

V

A
sp

L                         (A1-30) 

  
12

0
20

0
2

)(










VCC
R

V

R

V
A

sp
L

L
                      (A1-31) 

 

 

A.2 コヒーレンシコラプスのオンセットの理論式[式(5.7)]の導出 

 

解析に用いたモデルを図 A2-1(a)に示す。ここでは、FP レーザと DFB レーザの両方を含め

た一般的なレーザを解析対象とし、レーザ端面と外部ミラーとで構成される複合共振器を考

える。k は、一般的なレーザ共振器内において、出力される電界と戻ってきた電界との結合

の大きさを表すパラメータで、Lang と Kobayashi によって次式で定義されたものである[1]。 
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ここで、Rfは、出射端面のパワー反射率、ｆは外部ミラーのパワー反射率（戻り光量）、ｃは

真空中での光速、neqはレーザの活性層における等価屈折率、Lはレーザの共振器長である。 

式(5-4)で定義された戻り光係数 C と式(A2-1)定義されたパラメータｋとの関係については、

後で説明を行う。このモデルでは、レーザ端面から外部ミラーまでは損失の無い空間である

と仮定する。従って、RIN の測定時に考慮したファイバとの結合やコネクタでの損失等を考

えなくてよいので、外部ミラーの反射率 f は、式(5-2)で定義したレーザ端面への戻り光量 f

と同一のものとなる。 

 また、図 A2-1(b)に示すように、レーザから出力される光は常に方形パルス状に変調（100MHz

以上）されており、かつ、外部ミラーまでの距離は十分長い（〜1 m 以上）と仮定する。こ

の条件のもとでは、出力パルスの幅d と、出力されたパルスがミラーで反射されてレーザ端
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面に戻ってくるまでの時間ex との間には、d<<ex の関係が成り立つ。この場合、レーザから

出力されたパルスがミラーで反射されてレーザ共振器に戻ってきた時には、共振器内にはも

とのパルスはすでに無く、まったく別のパルスが存在していることになる。従って、レーザ

共振器内のパルスは、それ自体の戻り光の影響を受けることはないと考えられる。すなわち、

戻り光パルスは別の孤立レーザからの光と考えられる、いわゆる Injection Locking Model[2], 

[3]を適用することができる。 

Injection Locking Model を用いると、戻り光の位相は、出力光の位相と無関係であると

仮定することができるので、レーザの動作を表す電界の方程式[1]は次式のように表される

[4]。 
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図 A2-1 コヒーレンスコラプスのオンセットの解析的導出のための(a)解析モデル

と(b)LD からの出力パルスと戻り光パルスとの位相関係を表した模式図 
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ここで、式中における各パラメータは、それぞれ 

c： 真空中での光速 

 km： レーザ構造によって決定される波数（戻り光がない場合の発振光を定める波数） 

 m： 発振光の角周波数（発振光が戻り光の影響を受けた場合の角周波数、戻り光がなけ 

    れば、ck0/neq ＝ mとなる。） 

 neq： 活性層での等価屈折率 

 g ： 単位長さあたりのレーザのモード利得 

 p： 光子寿命 

 k ：レーザ共振器内において、出力される電界と戻ってきた電界との結合の大きさを表

すパラメータ 

 Eext： 反射戻り光の電界振幅（位相成分を含む。ただし、E(t)の位相とは無関係と仮定。） 

 

を表している。また、E(t)および Eext はどちらも位相成分を含んだ複素数の変数であり、次

式のように置き換えることができる。 
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ここで、E0は、戻り光がないときのレーザの電界振幅を表す。これは、先に述べた Injection  

Locking Model の仮定に基づくものである。 

従って、 
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と置き換えられ、これらの式を式(A2-1)に代入すると、 
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となり、両辺を ej(t)で割って、 
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上式の実数部と虚数部を分けることにより、次に示す電界振幅および位相に関する２つのレ 

ート方程式が得られる。 
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一方、キャリア数に関してのレート方程式は、 
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で表される。ここで、式中の各パラメータはそれぞれ、 
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 N(t)：活性層で励起されている全キャリア数 

 I   ：活性層への注入電流 

 q   ：電気素量 

 c  ：キャリア寿命 

 

を表す。また、右辺の第 3項の E(t)2は、レーザ共振器内の全フォトン数を表すものと定義す

る。すなわち、共振器内の全フォトン数を Spで表すとすると、 

 

  
2)(tES p                               (A2-11) 

 

となる。 

ここで、戻り光がない場合（k= 0）における波数、屈折率、モード利得、電界振幅、キャ

リア数を表す各パラメータをそれぞれ、k0、neq0、g0、E0、N0と 0 をつけて表し、簡単のため 
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と置き換える。戻り光がない場合、式(A2-8)〜式(A2-10)の左辺は 0となるので、 
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の関係が成り立つ。 

次に、戻り光がある場合（k≠ 0）を考える。この場合、戻り光がない状態から、利得やキ

ャリア数、屈折率、電界振幅がそれぞれずれてくる。そこで、利得および屈折率がキャリア

数に対して線形に変化すると仮定し（図 A2-2 を参照）、その傾き dg/dN を g’で表すと、 
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同様に、 
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ここで、線幅増大係数αは、 

 

 

 
 

 

図 A2-2 利得の線形近似 
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で表せるので、これより、 





dN

dgc

dN

dn

m

eq

2
0

                        (A2-19) 

 

これを上式に代入し、さらに式(A2-14)の関係を用いることにより、 
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と表すことができる。 

 今、戻り光による電界振幅、キャリア数、位相の戻り光がない状態からのずれをそれぞれ、 

ΔE、ΔN、Δとすると、戻り光がある場合の電界振幅、キャリア数、位相は、次式で表され

る。 

 

  EEE  0                              (A2-21) 

  NNN  0                             (A2-22) 

                                   (A2-23) 

 

なお、位相については、戻り光のない状態での値0を 0（基準点）とした。 

まず、電界振幅について、式(A2-16)、式(A2-21)、式(A2-22)を式(A2-23)に代入すると、 
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k が十分小さければ、E、N も十分小さくなるため、これらの積の項（2 次の微小項）を無

視すると、 
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となる。さらに、式(A2-13)より、 
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また、E0は定数であるので、 
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式(A2-23)より、 



   

 134
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以上のことから、上式は、 
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と書き換えられる。 

同様に、式(A2-16)、式(A2-21)、式(A2-22)を式(A2-10)に代入し、式(A2-11)、式(A2-15)の

関係を用いると、 
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ここで、Sp0は戻り光がないときの共振器内のフォトン数を表している。 

また、式(A2-20)、式(A2-21)、式(A2-23)を式(A2-9)に代入し、式(A2-14)、式(A2-22)の関係

を用いると、 
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ここで、２次以下の微小項を無視すると 
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さらに、k は十分小さいとして k とE との積を無視すると、 
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となる。 

これら式(A2-29)、式(A2-30)、式(A2-33)の左辺を 0とおくことにより、戻り光がある場合

の平衡状態が得られる。この平衡状態における電界振幅、キャリア数、位相をそれぞれ Eq、

Nq、q とすると、 
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となり、式(A2-34)、(A2-36)より、 
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式(A2-38)を式(A2-37)で割ることにより、 
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これより、 
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従って、 
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となり、平衡状態は２通り存在する。その１つは、 
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で表され、もう１つの平衡状態は、 
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となる。 

式(A2-45)、式(A2-46)、式(A2-49)、式(A2-50)より、平衡状態では戻り光のない状態に比

べて 

 １の場合→キャリア数は減少、電界振幅は増大 

 ２の場合→キャリア数は増大、電界振幅は減少 

していることがわかる。 

 そこで、まず１つめの平衡状態の安定性について調べる。戻り光がある場合における電界 

振幅、キャリア数、位相の変化分を、平衡状態におけるそれぞれの値と平衡状態からのそれ

ぞれのずれとの和で表す。 
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である。 

式(A2-51)〜式(A2-53)を式(A2-29)に代入して、 
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ここで、が非常に小さな値（）であることを考慮すると、 
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とおくことができ、また、式(A2-37)の関係を用いると、上式は、 
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と書き換えられる。さらに、式(A2-42)および Eqが定数であることにより、次式が得られる。 
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同様に、式(A2-51)、式(A2-52)を式(A2-30)に代入し、式(A2-46)の関係を用いることにより、 
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また、式(A2-51)〜式(A2-53)を式(A2-33)に代入し、式(A2-38)、式(A2-43)の関係を用いるこ

とにより、 
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と表すことができる。 

ここで、式(A2-58)〜式(A2-60)の関係を行列の形で表すと、 
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となる。今、式(A2-61)の解を、 
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と表すことにする。なお、sは減衰および振動を表す複素数で、Re (s)＜0 ならば安定、Re(s)

＞0 ならば不安定となる。 

この時、式(A2-61)の左辺は、 
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また、式(A2-61)の右辺は、 
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従って、式(A2-61)は、 
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と表され、さらに両辺を estで割って、 
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となる。 

従って、式(A2-68)が解を持つための条件は、I を単位行列として、 
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これより、 
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さらに、戻り光がない状態での緩和振動周波数、および緩和振動の減衰定数をそれぞれ0、 

0とおくと、それらは一般に次式で表すことができる。 
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式(A2-71)、式(A2-72)を式(A2-70)に代入して、 
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と書き換えられる。ここで、レーザの発振条件として、 
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を仮定し、これをもとに式(A2-73)を解くと、次の３つの解が得られる。 
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となる。 

これら s1、s2、s3のうち、s1 は常にマイナスであるため、安定解となる。従って、安定解を 

得るためには（系が安定となるためには）、式(A2-76)、式(A2-77)において、Re(s2), Re(s3)

＜0 でなければならない。すなわち、 

 

 0
12 20 





 k
                          (A2-78) 

 

が、式(A2-43)〜式(A2-46)で表される１つめの平衡状態が安定な状態になるための条件であ

る。 

一方、式(A2-47)〜式(A2-50)で表される２つめの平衡状態について、同様の計算を行うと、

この場合は常に不安定な状態となることがわかる。 

従って、戻り光がある場合にレーザが安定な平衡状態を得るのは、式(A2-78)の条件を満足

したときだけであり、これは k の値に依存することがわかる。 

以上のことから、k の値が大きくなって式(A2-78)の条件を満たさなくなるとき、すなわち、

系が安定な平衡状態から不安定な状態に移り変わる点をコヒーレンスコラプスのオンセット

点と考える（図 A2-3 を参照）。 

 この場合の条件は、 
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である。 

また、DFB レーザでは、レーザ共振器と外部共振器の間の結合の強さを表すパラメータ C（複

素数）[5]を用いて、 
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で表される。ここで、 

  LD：レーザ共振器内での光の往復時間 

   f：戻り光量 

   L：レーザの共振器長 

 

である。 

 従って、式(A2-72)、式(A2-80)を式(A2-79)に代入することにより、コヒーレンスコラプス

のオンセット fc は、次式で表される。 
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式(A2-81)は、Helms らが導出したオンセットの導出式[6]とも一致している。しかし、彼ら

の行った解析の結果では、線幅増大係数の項は 1/(1+α2)となっており、αの値が小さくなる

と数値シミュレーション結果と合わなくなることから、(1+α2)/α4に変更した方がよいとい

う結論を導いている。一方、廣野らが行った解析手法[4]では、直接、(1+α2)/α4 の項が解

析的に導き出されている点で、妥当性が高い手法であると考えられる。 
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